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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（細菌） 
更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 カンピロバクター・ジェジュニ／コリ  

（２）分類   

① 菌種名 Campylobacter jejuni 及び Campylobacter coli  

② 染色性 グラム陰性  

③ 酸素要求性 微好気性  

④ 形状 らせん状桿菌  

⑤ 芽胞形成 形成しない。  

（３）特徴   

① 分布 ・ 鳥類、牛、豚、羊等の動物の腸管内に存在する。 
・ 鳥や牛はカンピロバクター・ジェジュニの保菌率が高く、豚はカン
ピロバクター・コリの保菌率が高い。 

 

② 運動性 両極に鞭毛を有し、独特のスクリュー運動をする。  

③ 毒素産生性 易熱性（熱に不安定な）エンテロトキシン産生株がある。  

④その他 日本では、ギラン・バレー症候群患者から分離されるカンピロバク
ター・ジェジュニは、Pennerの血清型別法のＯ19型が多く分離され
ている（Takahashi et al., 2005）。 

 

（４）発育条件   

① 温度域 31～46℃  

② pH域 4.9～9.0  

③ 水分活性 0.99以上  

（５）発育至適条件   

① 温度域 42～43℃  

② pH域 6.5～7.5  

③ 水分活性 0.99  

（６）分離・検査方法 ・ 食品からの分離（例） 
微好気条件下（5% O2, 10% CO2, 85% N2）において、プレストン

培地で42℃、24～48時間増菌培養し、選択分離培地（mCCDA

培地及び第2選択分離培地（例：バツラー寒天培地、スキロー寒
天培地、プレストン寒天培地、カルマリー寒天培地））に増菌培
養した液を塗抹し、42℃、24～48時間培養する。形成された疑わ
しい集落は、純培養を行った後、生化学的性状を確認する。 

・ 菌種同定（例） 
追加の生化学的性状試験及びPCR法によってカンピロバクタ

ー・ジェジュニ又はカンピロバクター・コリを同定する。 
（食品からの微生物標準試験法検討委員会（国衛研）, 2012） 
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・ 温度や酸素の有無がカンピロバクターの生存に影響を与えるた
め、検査材料は低温で空気に触れないように輸送する必要があ
る。 

（７）特記 ・ 酸素が有害に作用するため、大気中では死滅する。 
・ 乾燥に弱い。 
・ 大気中や30℃以下では増殖できないため、食品の保管中には
ほとんど増殖できない。 

 

２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食

品・摂食形態 

・ 食肉（特に鶏肉）の生食（鶏わさ、レバ刺し等）や加熱不十分な
状態での摂食（焼肉、バーベキュー等） 

・ 原因菌の多くはカンピロバクター・ジェジュニであるが、豚肉が原
因食品と特定された事例ではカンピロバクター・コリが原因菌で
ある。 

 

（２）汚染経路 ・ と殺・解体時に食肉等が汚染される。 
・ ブロイラー出荷時の保菌率が高く、解体作業時に食肉が汚染さ
れる。 

・ 汚染された食肉等と直接接触したり、調理器具や手指を介して、
食品が汚染される。 

 

（３）汚染実態 【国内】 
〈鶏肉〉 
○生産 
・ 2009年9月～2010年2月の調査で、国内のブロイラー鶏群のカン
ピロバクター保有率は全体で47％（67/142）だった。また季節性
があり、9～10月では60％を超える一方で、1～2月は24％と低か
った（Haruna et al., 2012）。 

また、2007年～2010年に鶏群から分離されたカンピロバクター
の72％（122/168）はカンピロバクター・ジェジュニ、28％（46/168）
はカンピロバクター・コリであった（Haruna et al., 2012; 農林水産
省, 2015a）。 

 

調査期間 
（2009～2010年） 

陽性鶏群数 
/調査鶏群数 

陽性率（％） 

9月～10月 31/50 62 

11月～12月 26/50 52 

1月～2月 10/42 24 

 （計）67/142 （平均）47 

 

調査期間 
（2007～2010年） 

陽性鶏群数 
/調査鶏群数 

陽性率（％） 

カンピロバクター
・ジェジュニ 

122/168 72 

カンピロバクター
・コリ 

46/168 28 
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・ 2011年1～3月の調査で、地鶏21鶏群中8鶏群からカンピロバク
ターが検出された（佐々木ほか，2013; 農林水産省, 2015a）。 

 

○加工 
・ 陽性鶏群（14鶏群）由来の鶏肉の51.4％（180/350）からはカンピ
ロバクターが検出され、陰性鶏群（10鶏群）由来の鶏肉の7.2％
（18/250）からは検出され、カンピロバクター陰性鶏群から生産さ
れる鶏肉は、陽性鶏群から生産される鶏肉より汚染率が低かっ
た（Sasaki et al., 2012; 農林水産省, 2015a）。 

・ カンピロバクター陰性鶏群に由来すると体や鶏肉の菌濃度は、
たとえ交差汚染されたとしても、陽性鶏群に由来するものと比べ
て低かった（Sasaki et al., 2014; 農林水産省 2015a）。 

 

○流通 

・ 市販鶏肉の48％（145/304）からカンピロバクターが分離された
（食品安全委員会, 2007）。 

・ 市販鶏肉の27％（8/30）、鶏ひき肉の21％（68/325）がカンピロ

バクター陽性であった（鈴木と山本, 2011）。 

 

〈豚肉〉 
○生産 
・ 2010年10月～2011年2月の豚農場における調査で、カンピロバ
クター・ジェジュニは、豚から分離されなかった。一方、カンピロバ
クター・コリについては、豚の個体陽性率は42％（106/250）、農
場汚染率は100％（25/25）であった（Haruna et al., 2013）。 

 

○加工 
・ 2011年9月～2012年3月に、と畜場で採取した110頭の豚肝臓を
調査した結果、19検体（17％）から菌が検出された。うち10検体

は肝臓内部からも検出された（Sasaki et al., 2013a）。 

 

○流通 
・ 市販豚肉の0％（0/28）、豚ひき肉の0.3％（1/367）がカンピロバ
クター陽性であった（鈴木と山本, 2011）。 

 

〈牛肉〉 
○生産 
・ 2010年10月～2011年2月の肉用牛農場における調査で、カンピ

ロバクター・ジェジュニについては、肉用牛の個体陽性率は36％
（90/250）、農場陽性率は88％（22/25）であった。一方、カンピロ
バクター・コリについては、肉用牛の個体陽性率は4％（9/250）、
農場陽性率は16％（4/25）であった（Haruna et al., 2013）。 

2011年度の同様の調査では、汚染率が若干低かった（農林
水産省, 2015a）。 

・ 2010年12月～2011年2月の乳用牛農場における調査で、カンピ
ロバクター・ジェジュニの個体陽性率は42％（106/250）、農場陽
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性率は92％（23/25）であった。カンピロバクター・コリは分離され
なかった（Sasaki et al., 2013b）。 

2011年度の同様の調査では、カンピロバクター・ジェジュニの
陽性率は若干低かった（農林水産省, 2015a）。 

 

○加工 
・ 2011年に、1食肉処理施設において、と畜牛96頭を調査したとこ
ろ、直腸内容物（79％、76/96 ）、十二指腸内容物（67％、
64/96）、第一胃内容物（25％、24/96）、第四胃内容物（16％、
15/96）からカンピロバクターが分離された。また、96頭のうち29
頭については胆汁と肝臓を調べ、胆汁については9頭から、その
うち5頭では肝臓からも菌が分離された（農林水産省, 2015a）。 

 

○流通 

・ 市販牛肉の0％（0/50）、牛ひき肉の0.3％（1/283）、加熱用牛レ
バーの6.1％（20/328）がカンピロバクター陽性であった（鈴木と
山本, 2011）。 

 

【海外】 
・ EUでは各国のブロイラー鶏群のカンピロバクター保有率を調査
し、EFSAが結果を公表している（下表）。一部加盟国における豚
・乳用牛・肉用牛等の結果も公表している（EFSA, 2009; EFSA, 
2010a; EFSA and ECDC, 2015）。 

 

EU主要国のブロイラー鶏群のカンピロバクター保有率（%） 
（2007年）                       （単位（％）） 

ﾃﾞﾝﾏｰｸ ﾌﾗﾝｽ ﾄﾞｲﾂ ｲﾀﾘｱ ｽﾍﾟｲﾝ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ﾉﾙｳｪｰ 

26.8 80.2 78.4 82.8 46.1 12.6 5.2 

 

EU主要国のブロイラー鶏群のカンピロバクター保有率（%） 
（2014年）                       （単位（％）） 

ﾃﾞﾝﾏｰｸ ﾄﾞｲﾂ ｲﾀﾘｱ ｽﾍﾟｲﾝ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 英国 

27.8 50.4 25 53.4 1.0 77.9 

 

・ 2008年の食鳥処理場でのベースライン調査では、EU内の鶏群
（盲腸内容物）のカンピロバクター保有率は71.2％（国によって
2.0～100％）、冷却後と体の汚染率は75.8％（国によって4.9～

100％）であった（EFSA, 2010b）。 
・ EUでは、小売段階における各国の鶏肉のカンピロバクター汚染
率を調査し、EFSAが結果を公表している（下表）（EFSA and 
ECDC, 2015）。 
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EU各国の鶏肉のカンピロバクター汚染率（%）（2014年） 
（単位（％）） 

ﾄﾞｲﾂ ｵﾗﾝﾀﾞ ｽﾍﾟｲﾝ 

54.0 27.3 21.1 

 

・ 2014年2月～2015年3月に英国の市販鶏肉（皮サンプル）を調査
したところ、73％（2,942/4,011）がカンピロバクター陽性であり、汚
染濃度が1000 cfu※/gを超えるものは19％（780/4,011）であった
（FSA, 2015a）。 
※colony forming unit の頭文字を取ったもの。単一の細胞から形成され

た個々のコロニー（細胞が培地上で目に見える大きさまで円形に集まっ

たもの）の数で示されるもの。円形状の単一のコロニーが得られるよう、

試料の懸濁液を適切な濃度に希釈して検査する。 

cfu/gは、1 gの試料に何個の細胞が含まれているかを示す単位。 

 

・ 2012年1月～8月に米国の食鳥処理場で鶏肉製品を調査したと
ころ、21％（534/2,496）がカンピロバクター陽性であり、このうち

汚染濃度が1,000 cfu/mLを超えるものは0.2％（1/534）であった
（USDA-FSIS, undated）。 

 

・ 2012年12月～2013年12月にカナダで食鳥処理場に搬入された
鶏群、加工場と市販の鶏肉製品のベースライン調査では、カナ
ダ国内の鶏群（盲腸内容物）のカンピロバクター保有率は24.1％
（1,025/4,253）であった（CFIA, 2016）。 

（４）殺菌・滅菌・失活

条件 

・ 通常の加熱調理条件で死滅する。 
・ D値※：カンピロバクター・ジェジュニで2分15秒（55℃、加熱調理

鶏肉）（ICMSF, 1996） 
※ある条件において菌数を1/10に減少させるために必要な時間 

 

３ 食中毒の特徴   

（１）分類・機序 感染型  

（２）潜伏期間 一般に2～5日間  

（３）症状 ・ 下痢、腹痛、発熱、悪心、嘔吐、頭痛、悪寒、倦怠感。重症例で
は大量の水様性下痢のため、脱水症状がみられる。 

・ 他の感染型食中毒との鑑別は症状からでは難しい。 

 

（４）有症期間 1～3日間  

（５）予後 ・ 良好である場合が多い。 
・ ギラン・バレー症候群（急性に発症する四肢筋力低下や腱反射

消失を主徴とする自己免疫性の末梢神経疾患）との関連性が疑
われており、本症候群を併発すると死亡することがある。 

 

（６）発症に必要な菌数 少量感染（500～800個/ヒト）が成立する。 

(国立感染症研究所感染症情報センター, 2005) 

 

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   
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① 実報告数 ・ カンピロバクター食中毒発生状況（厚生労働省「食中毒統計」） 

年 2011 2012 2013 2014 2015 

事件数(件) 336 266 227 306 318 

患者数(人) 2,341 1,834 1,551 1,893 2,089 

 

・ 近年の細菌性食中毒の中では、発生件数が最も多い。 

 

② 推定数 宮城県におけるカンピロバクター食中毒推定患者数は、10万人当
たり1,512人（2005年度）と算出された（Kubota et al., 2011）。 

 

（２）海外   

① 報告数 【EU】 
・ EUのカンピロバクター感染症の発症者数（2014年）は、236,851
人と報告された（EFSA and ECDC, 2015）。 

 

② 推定数 【米国】 

・ 米国のカンピロバクター食中毒患者数（2013年）は、10万人当た
り13.45人と算出された(CDC, 2015)。 

【EU】 
・ EUのカンピロバクター感染症の発症者数は、年間900万人と推
測されている（EFSA, 2014）。 

 

５ 主な食中毒事例   

（１）国内 ・ 2012年6月、山口県において、鶏刺しを原因とする患者数30名の
食中毒が発生した。 

・ 2016年5月、東京都と福岡県において、鶏肉のたたき寿司を原
因とする患者数49名の食中毒が発生した。 

 

（２）海外 2012年、米国において、鶏レバーを原因とする患者数6名の食中毒
が発生した(CDC, 2013)。 

 

６ 食中毒低減のための

措置・取組 

  

（１）国内 【農林水産省】 
・ 「家畜の生産段階における衛生管理ガイドライン」を公表した（農
林水産省, 2002）。 

・ 「畜産農場における飼養衛生管理向上の取組認証基準（農場
HACCP認証基準）」を公表した（農林水産省, 2009）。 

・ 肉用鶏農場や鶏舎へのカンピロバクターやサルモネラ等の食中
毒菌の侵入や汚染拡大を防止するためのガイドライン「鶏肉の
生産衛生管理ハンドブック」および「牛肉の生産衛生管理ハンド
ブック」を公表した（農林水産省, 2011（2013年改訂））。 

 

【厚生労働省】 
・ 「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令」により、カンピロバ
クター・ジェジュニ／コリを乳及び乳製品の総合衛生管理製造過
程における危害要因と定めている。 

・ 「食品衛生法」により、カンピロバクター・ジェジュニ／コリを清涼
飲料水及び食肉製品の総合衛生管理製造過程における危害要
因と定めている。 

・ 「食鳥処理場におけるHACCP方式による衛生管理指針」を公表
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した（厚生労働省, 1992）。 
・ 「カンピロバクター食中毒予防について（Ｑ＆Ａ）」により、消費者

に情報を提供した（厚生労働省, 2005（2016年改訂））。 
・ 「一般的な食鳥処理場における衛生管理総括表」を公表した 
（厚生労働省, 2006）。 

・ 「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則」
が改正され、食鳥処理業者の講ずべき衛生措置の基準につい
て、従来型基準に加え、HACCP導入型基準を規定した（施行：
2015年4月）（厚生労働省, 2014）。 

 

【その他】 
・ 一部の県では生食用食鳥肉の成分規格目標が定められてお
り、カンピロバクターは、陰性が成分規格目標となっている。 

・ （公社）日本食品衛生協会は、ホームページ「知ろう！防ごう！

食中毒」の「カンピロバクター食中毒」において、予防法を紹介し
ている。 
〈主な内容〉 
 食肉などは十分に加熱する。 
 未殺菌の飲料水は、煮沸するなど、完全に滅菌してから飲

む。 
 まな板、包丁、ふきん等はよく洗い、熱湯や漂白剤で殺菌

する。 
（（公社）日本食品衛生協会） 

（２）海外 【Codex】 
・ 鶏肉中のカンピロバクター及びサルモネラの管理のためのガイド
ラインを策定。生産から消費までの各工程におけるGHP （適正

衛生規範：Good Hygiene Practice）ベース、ハザードベースの対
策が記載されている。ハザードベースの対策（カンピロバクター）
として、農場段階ではハエの遮蔽、処理場段階ではと体洗浄や
冷却、製品冷凍などが記載されており、各対策による低減効果
が示されている（Codex, 2011）。 

 

【ＥＵ】 
・ 2010年5月から2015年4月までに実施されたEUの調査プロジェク
トCamconは、農場におけるカンピロバクター対策の手引き 
“Best Practice Manual for production of poultry with reduced 
Campylobacter contamination” を公表。野生動物や昆虫の侵
入対策や水の管理などが記載されている（CamCon, 2015）。 

 

【英国】 
・ 食鳥処理場において、カンピロバクターに汚染（>1,000cfu/g）さ
れたと体（冷却後）の割合を、27％（2008年）から10％（2015年）
に低減するとの目標を設定し、各工程において以下のような方
針（例）を示している。 
 農場における改訂鶏肉規範の実施、ハエの遮蔽の効果の

検討、カンピロバクター迅速検出法の検討など 
 捕鳥かご等の乾燥・洗浄・消毒方法の検討など 
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 処理場における乳酸や電解水による洗浄効果の検討など 
 ドリップ漏れを防ぐ包装の検討など 

（FSA, 2010） 
・ 家庭におけるカンピロバクター食中毒防止のため、消費者向け
のリーフレットや動画を通じて、鶏肉を洗ったり、鶏肉に触った手
で周囲を触ったりして二次汚染を起こさないよう注意を促してい
る（FSA, 2015b）。 

 

【アイスランド】 
・ 農場段階で以下の対策を実施している。 
 獣医師による指導と衛生の向上 
 飲用水の紫外線消毒 
 農場労働者に対するセミナーの開催 
 カンピロバクター非汚染鶏を生産した農家へ報奨金支払 

また、食鳥処理場においては、カンピロバクター陰性鶏群から先
に処理する、カンピロバクター陽性鶏群に由来する鶏肉は冷凍
処理するなどの対策を実施している。 

（FAO/WHO, 2002; Kenneth et al., 2008） 

 

【米国】 
・ 食肉処理場におけるカンピロバクターの汚染低減のためのガイ
ドラインの暫定版‘ DRAFT FSIS Compliance Guideline for 
Controlling Salmonella and Campylobacter in Raw Poultry’を公
表した。 

(USDA-FSIS, 2015) 
・ カンピロバクター食中毒防止のために、一般の人に向けて、鶏

肉製品の十分な加熱、調理時の適切な手洗いの励行や交差汚
染への注意等を紹介した。 

（CDC, 2014） 

 

【カナダ】 
・ Biological, Chemical and Physical Standards for Food 

骨抜き鶏肉製品等のカンピロバクター・ジェジュニ及びカンピ
ロバクター・コリについて、微生物規格を設定している（CFIA）。 

 

【ニュージーランド】 
・ 2013～2014年のカンピロバクターによる食中毒を半減させるた
めに、2013年に “Campylobacter Risk Management Strategy 

2013-2014” を公表（MPI, 2013）。 

 

【豪州】 
・ Australia New Zealand Food Standards Code – Standard 1.6.1 – 

Microbiological limits in food. 
未殺菌乳のカンピロバクターについて、微生物規格を設定し

ている（FSANZ）。 

７ リスク評価事例   
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（１）国内 【食品安全委員会】 
・ 鶏肉のカンピロバクター・ジェジュニ/コリ 

鶏肉を生食する人と全くしない人に分けて年間感染者数を推
測した結果、それぞれ約1.2億人、約0.3億人と推測された。
（pp.41-44）感染者数を減少させるための対策として、生食する
人に対しては、生食割合の低減が最も効果が大きく、一方、生
食しない人に対しては、食鳥処理場の区分処理と農場汚染率の
低減の組合せが最も効果が大きいことが示された（pp.46-
56,64,65）(食品安全委員会, 2009)。 

 

（２）海外 【JEMRA】 
・ Risk assessment of Campylobacter spp. in broiler chickens. 

カンピロバクター汚染鶏肉の流通量を減らすことに比例してカ
ンピロバクター食中毒のリスクも減少する。高レベル汚染鶏肉に
対し、汚染レベルをより低くするほど、リスク低減効果がより高ま

る。鶏群内個体・鶏群汚染率の低減も、比例的にリスクを減らす
が、輸送時や処理場における交叉汚染がリスク低減効果を弱め
ると考えられる(JEMRA, 2009)。 

 

【EU】 
・ Scientific Opinion on Campylobacter in broiler meat production: 

control options and performance objectives and/or targets at 
different stages of the food chain.  
生産段階での衛生管理や、食鳥処理段階でのGMP、HACCP

の遵守により鶏群のカンピロバクター汚染を低減できると考えら
れる。消費者へのリスクを低減するためには、ハエの遮断、食鳥
処理日齢の制限、間引きの中止が有効と考えられる。EU加盟国

における鶏群汚染率を25％又は5％減らすことで、リスクを50％
又は90％減らせると推測される（EFSA, 2011）。 

 

８ 今後必要とされるデー

タ 

○畜産物 

・ 肉用鶏農場での汚染経路、各種対策の効果やコスト 
・ 全国的な鶏群の汚染状況の動向、対策の実施状況 

 

９ その他参考となる情報 〈鶏肉〉 
○生産 
・ 未消毒水を飲用水として使用していたブロイラー農場のカンピロ
バクター保有率は、消毒水を飲用水として使用している農場より
も高くなった（Sasaki et al., 2011; 農林水産省 2015a）。 

・ ブロイラー農場の消毒前の飲用水1点からカンピロバクターが分
離された。また、消毒前の飲用水の大腸菌検出率は、消毒後の
飲用水よりも高くなっていた（村上ら , 2012; 農林水産省 

2015a）。 
・ ブロイラー出荷1週間前の調査で、22農場のうち13農場（80鶏群
中42鶏群）がカンピロバクターを保有しており、そのうち7農場で
は農場内の全鶏群が菌を保有していた。また、処理場において
一部の鶏群を調べたところ、出荷1週間前に陰性だった農場に
由来する鶏群からも菌が分離された（Sasaki et al., 2012）。 

・ 調査対象の3農場のうち1農場において、ブロイラー鶏群出荷の
際、捕鳥業者の長靴（捕獲後及び洗浄後）からカンピロバクター
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が分離された（農林水産省, 2014）。 
・ 7農場のブロイラー25鶏群の調査で、出荷1週間前に4鶏群がカ

ンピロバクター陽性であり、培養法、PCR法、LAMP法（迅速検査
法）の全てで同じ結果を示した（春名ほか. 2015）。 

 

○加工 
・ カンピロバクター陽性の18鶏群（陽性個体176羽）のうち、17鶏群
では、鶏群内の全個体がカンピロバクターを保有していた。ま
た、陽性の盲腸内容物の95.5％（168/176）では、菌濃度は104 
cfu/g以上であった（Sasaki et al., 2014; 農林水産省, 2015a）。 

・ 食鳥処理場1か所において、チラー水のカンピロバクター陽性率
は、処理する鶏群が増えるほど高くなる傾向がみられた（Sasaki 
et al., 2014; 農林水産省 2015a）。 

・ 区分処理について、肉用鶏農場での検査感度が低いと、カンピ

ロバクター食中毒低減効果も低くなるという報告がある（Nauta et 
al., 2009； 長谷川, 2013）。 

 

〈牛肉〉 
・ カンピロバクターは、肉用牛農場内で複数の遺伝子型の汚染が
あり、汚染の伝播が複雑であることが示唆された（農林水産省, 
2015b）。 

 

〈その他〉 
・ 野生シカ128頭及び野生イノシシ121頭の盲腸内容物を調べた結
果、カンピロバクター属菌は野生シカからは分離されず、野生イ
ノシシの44％（53/121）から分離された。このうちカンピロバクタ

ー・ジェジュニは1頭のみ、カンピロバクター・コリは分離されなか
った（Sasaki et al., 2013c）。 
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http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/140512-2.pdf
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エンス新技術開発事業. 
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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（細菌） 
更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 サルモネラ  

（２）分類   

① 菌種名 Salmonella enterica  

② 染色性 グラム陰性  

③ 酸素要求性 通性嫌気性  

④ 形状 桿菌  

⑤ 芽胞形成 形成しない。  

（３）特徴   

① 分布 動物の腸管内に存在する。  

② 運動性 周毛性の鞭毛を有し、活発に運動する。  

③ 毒素産生性 －  

④ その他 ・ 分類学的には、S.enterica及びS.bongoriの2菌種であるが、血清
型（O抗原、H抗原の組合せ）により2,500以上に分類される。 

・  食中毒の原因菌となる血清型(S. Typhimurium（STM） , S. 
Enteritidis（SE）等)以外に、腸チフスの原因となるチフス菌(S. 
Typhi：細胞内寄生菌)や腸チフスに似た症状を起こすパラチフス
A菌（S. ParatyphiA）がある。 

・ 国内ではSEによる食中毒が最も多い（国立感染症研究所, 
2009）。 

・ SE、S. Infantis（SI）、STM（非定型のもの含む）などが、ヒトから
検出されるサルモネラの上位血清型に含まれる（国立感染症研
究所, 2016）。 

 

（４）発育条件   

① 温度域 5.2～46.2℃  

② pH域 3.8～9.5  

③ 水分活性 0.94以上  

（５）発育至適条件   

① 温度域 35～43℃  

② pH域 7～7.5  

③ 水分活性 0.99  

（６）分離・検査方法 ・ 食品からの分離（例） 
緩衝ペプトン水に検体を接種し、37℃、24時間前増菌培養を

行い、その培養液をRV培地及びTT培地で、42℃、24時間選択
増菌培養を行った後、硫化水素産生性を利用する培地（DHL寒
天培地又はMLCB寒天培地等）と、硫化水素非産生性でも分離
できる培地（BGS寒天培地又はクロムアガーサルモネラ培地
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等）、それぞれ1種類に増菌培養した液を塗抹し、37℃、24時間
培養する。形成された疑わしい集落について、生化学的性状を

確認する。 
（食品からの微生物標準試験法検討委員会（国衛研），2009） 

・ 糞便からの分離（例） 
HTT培地に検体を入れ、41.5℃、24時間前増菌培養を行い、

その培地をHTT培地で41.5℃、24時間増菌培養を行った後、平
板培地（BGN、DHLN、XLT4又はMLCB）に増菌培養した液を塗
抹し、37℃、24時間培養する。形成された疑わしい集落につい
て、生化学的性状を確認する。 

（農林水産省，2005） 
・ 血清型鑑別（例）  

サルモネラ診断用免疫血清を用いて血清型を鑑別する。 
（食品からの微生物標準試験法検討委員会（国衛研），2009） 

（７）特記 ・ 細胞内寄生するものがある。 
・ 乾燥に強い。 

 

２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食

品・摂食形態 

・ マヨネーズ、洋生菓子、卵焼き等の鶏卵を原材料とした食品 
・ 卵や鶏肉・レバーの生あるいは加熱不十分な状態での摂食 

 

（２）汚染経路 ・ と畜・解体時に食肉等が汚染される。 
・ ハエ等の昆虫を介して食品が汚染されることもある。 
・ 環境中での生存率が高いため、二次汚染により様々な食品が
汚染される可能性がある。 

・ 鶏では糞便中の菌によって卵殻が汚染される。SEについては菌
が生殖器官を上行して卵内へ侵入し、産卵前から汚染すること
がある（この場合、卵殻の洗浄では菌を完全に除去できず、衛

生管理上の問題となっている）。 

 

（３）汚染実態 【国内】 
・ 1999年に、牛183頭、豚180頭、ブロイラー155羽の糞便試料を採
取した。サルモネラは、ブロイラーの36.1％、豚の2.8％、牛の0.5
％から分離された（Ishihara et al,, 2009）。 

・ 市販の鶏肉の47％（14/30）、鶏ひき肉の37％（194/531）、牛肉
の0％（0/171）、牛ひき肉の1.8％（10/575）、豚肉の0％（0/78）、
豚ひき肉の4.0％（29/728）、二枚貝の0.2％（1/550）、野菜・果物
（芽物野菜を含む。）の0.1％（3/3011）、Ready-to-Eat（調理済
み）野菜・果実の0％（0/435）がサルモネラ陽性であった。鶏肉・
鶏ひき肉において、汚染率が欧州各国に比べて高いと考えられ
た（鈴木と山本, 2011）。 

 

〈鶏肉〉 
○生産 
・ 2007～2010年の調査では、ブロイラー鶏群（288鶏群）のサルモ
ネラ保有率は86％で、最も多く分離された血清型はSIであった
（Sasaki et al., 2012b; 農林水産省, 2015a）。 

・ 2011年1～3月の調査で、地鶏21鶏群中6鶏群からサルモネラが
検出された（佐々木ほか, 2013; 農林水産省, 2015a） 
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○流通 

・ 市販鶏肉の60％（182/304）からサルモネラが分離された。（食品
安全委員会, 2007） 

 

〈鶏卵〉 
○生産 
・ 2004～2005年の調査では、採卵鶏農場におけるサルモネラ保
有率は27％であった。（(一社)日本養鶏協会, 2005） 

・ 2007～2008年の調査では、採卵鶏群（400鶏群）のサルモネラ保
有率は20％（SE保有率：3％）であった。最も多く分離された血清
型はS. Cerroであった（Sasaki et al., 2012a; 農林水産省, 
2015a）。 

 

○流通 
・ 市販鶏卵2,030パック（10個入り）の卵殻及び卵内容物を調べた
ところ、卵殻の0.2％からサルモネラが分離された。卵内容物から
は分離されなかった（Sasaki et al., 2011; 農林水産省, 2015a）。 

 

〈豚肉〉 
○加工 
・ 2011年9月～2012年3月に、と畜場で採取した110頭の豚肝臓を
調査した結果、5点（5％）から菌が検出された（Sasaki et al., 
2013c）。 

 

〈牛肉〉 
○生産 
・ 2010年12月～2011年2月の調査で、乳用牛農場25農場（250頭）
中、1農場（8頭）からサルモネラが検出された（Sasaki et al., 
2013a）。 

 

〈野菜〉 
○生産 
・ 2008年に、初夏から秋にかけて全国の出荷量の6割を生産する
産地のトマト及びきゅうりを対象にサルモネラ属菌の保有状況を
調査した結果、いずれの試料からも検出されなかった（農林水産
省, 2010）。 

 

【海外】 
・ EUでは各国の採卵鶏群やブロイラー鶏群のサルモネラ保有率
を調査し、EFSAが結果を公表している（表1・2）。一部加盟国に
おける豚・乳用牛・肉用牛等の結果も公表している（EFSA, 2007; 
EFSA, 2010a）。 

・ 2008年のEU加盟国のブロイラー鶏のと体のSE及びSTMの汚染
率は、3.6％であった（EFSA, 2010b）。 

・ 英国が2003年に市販の国産鶏卵の汚染率を調査し、4,753検体
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（卵6個で1検体）中、9検体（0.3％：すべて卵殻）で陽性であった
（FSA, 2004）。 

・ 米国の鶏卵は、20,000個に1個の割合でSEに汚染されていると
推定された(Ebel and Schlosser, 2000)。 

（４）殺菌・滅菌・失活

条件 

・ 通常の加熱調理で死滅する。 
・ D値※：SEで3分10秒～4分5秒（56.7℃、液卵） 

（Brackett et al., 2001） 
※ある条件において菌数を1/10に減少させるために必要な時間 

 

３ 食中毒の特徴   

（１）分類・機序 感染型  

（２）潜伏期間 6～48時間（平均15時間）  

（３）症状 悪心、嘔吐、腹痛、下痢、発熱  

（４）有症期間 1～4日間  

（５）予後 ・ 健康な成人は症状が胃腸炎でとどまる。 
・ 小児や高齢者では重篤になり、死亡することもある。 
・ 回復後3か月経過した後も慢性保菌者として排菌が認められる
ことがある。 

 

（６）発症に必要な菌数 一般的には105～106個と言われているが、極めて少量（101～102

個）でも発症することがある（SEなど）。 
 

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   

① 実報告数 ・ サルモネラ食中毒発生状況（厚生労働省「食中毒統計」） 

年 2011 2012 2013 2014 2015 

事件数(件) 67 40 34 35 24 

患者数(人) 3,068 670 861 440 1,918 

 

・ 1990年代に急激に患者報告数が増加し、一時は年間患者報告
数が1万人を超えた。輸入検疫及び生産・流通段階における衛
生対策の強化や消費期限の表示の義務化、消費者に対する啓
発により、急激に減少し、近年の患者報告数は年間1,000～
3,000人程度で推移している。食中毒事例報告数は、1999年の
825件をピークに急激に減少し、2008年以降は年間100件以下と
なっている。 

 

② 推定数 ・ 宮城県におけるサルモネラ食中毒推定患者数は、10万人当たり
209人（2005年度）と算出された。（Kubota et al.，2011） 

 

（２）海外   

① 実報告数 【ＥＵ】 

・ サルモネラ症の発症者数（2013年）は、82,694人（前年比7.9％
減）と報告されている（EFSA and ECDC, 2015）。 

 

② 推定数 【米国】 
・ サルモネラ食中毒患者数（2014年）は、10万人当たり15.45人と
算出された（CDC, 2015）。 

 

５ 主な食中毒事例   

（１）国内 ・ 2012年5月、石川県において、焼肉（鶏肉）を原因とする患者数
53名の食中毒が発生した。 
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・ 2012年9月、静岡県において、プリンを原因とする患者数114名
の食中毒が発生した。 

（２）海外 ・ 2011年、米国において、鶏レバーを原因とする患者数190名の食
中毒が発生した（CDC, 2012）。 

・ 2013年、米国において、患者数84名の食中毒が発生し、きゅうり
が原因食品と推定された（CDC, 2013）。 

 

６ 食中毒低減のための

措置・取組 
 

 

（１）国内 【農林水産省】 
・ 「家畜の生産段階における衛生管理ガイドライン」を公表した（農
林水産省，2002）。 

・ 「鶏卵のサルモネラ総合対策指針」を公表した（農林水産省, 
2005）。 

・ 「畜産農場における飼養衛生管理向上の取組認証基準（農場

HACCP認証基準）」を公表した（農林水産省, 2009）。 
・ 野菜の生産に携わる人向けに、水や堆肥の管理、手洗いな 
ど、衛生上の注意すべき点をまとめた「生鮮野菜を衛生的に保
つために－栽培から出荷での野菜の衛生管理指針－」を公表し
た（農林水産省, 2011a）。 

・ 肉用鶏農場や鶏舎へのカンピロバクターやサルモネラ等の食中
毒菌の侵入や汚染拡大を防止するためのガイドライン「鶏肉の
生産衛生管理ハンドブック」を公表した（農林水産省, 2011b）
（2013年改訂）。 

・ 採卵鶏農場や鶏舎へのサルモネラ等の食中毒菌の侵入や汚染
拡大を防止するためのガイドライン「鶏卵の生産衛生管理ハンド
ブック」を公表した（農林水産省, 2012)。 

・ スプラウトを衛生的に扱い、種子や水の管理、施設の整備など、
スプラウト生産施設での衛生上の注意すべき点をまとめた「スプ
ラウト生産における衛生管理指針」を公表した（農林水産省, 

2015b）。 

 

【厚生労働省】 
・ 「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」、「と畜場
法」により、サルモネラ症罹患動物が食肉として流通することを
防止している。 

・ 「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令」により、サルモネラ
を乳及び乳製品の総合衛生管理製造過程における危害要因と
定めている。 

・ 「食品衛生法」により、サルモネラを清涼飲料水、食肉製品及び
魚肉練り製品の総合衛生管理製造過程における危害要因と定
めるとともに、鶏卵の表示基準を設定している。 

・ 「食品・添加物等の規格基準」により、食用不適卵の使用を禁止
するとともに、液卵の成分規格と製造・保存基準を設定してい
る。また、一部の食肉製品について成分規格を設定している。 

・ 「食鳥処理場におけるHACCP方式による衛生管理指針」を公表
した（厚生労働省, 1992）。 

・ 「液卵製造施設等の衛生指導要領」により、液卵製造施設等と

 



  ©農林水産省 

21 

液卵使用者等の衛生対策を徹底した（厚生労働省, 1993）。 
・ 「卵選別包装施設の衛生管理要領」、「家庭における卵の衛生

的な取扱いについて」により、GPセンター（鶏卵・選別包装施設）
の衛生対策を徹底するとともに、消費者への啓発を行った（厚生
労働省, 1998）。 

・ 「一般的な食鳥処理場における衛生管理総括表」を公表した 
（厚生労働省, 2006）。 

・ 「と畜場法施行規則」「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に
関する法律施行規則」が改正され、食鳥処理業者の講ずべき衛
生措置の基準について、従来型基準に加え、HACCP導入型基
準を規定した（施行：2015年4月）（厚生労働省, 2014）。 

 

【その他】 
・ 鶏病研究会が採卵養鶏場及びGPセンターにおけるHACCPによ

る衛生管理を推進した（鶏病研究会, 2001）。 
・ (公社)日本食品衛生協会は、ホームページ「知ろう！防ごう！食
中毒」の「サルモネラ食中毒」において、予防法を紹介している。 
〈主な内容〉 
 食肉や卵は、十分に加熱する。 
 まな板、包丁、ふきん等はよく洗い、熱湯や漂白剤で殺菌

する。 
 調理後は早めに食べる。 
 長期間の保存はできる限り避ける。 
 ペットに触れた後は、よく手を洗う。 

（(公社)日本食品衛生協会, 2010） 

（２）海外 【Codex】  

・ 卵と卵製品の衛生実施規範を公表した。卵の内部の汚染は卵
形成時に、表面の汚染は産卵後のあらゆる段階で起こることに
言及した上で（p.2）、生産、加工、流通に携わる者が適切な衛生
管理をすべきだとしている（p.4）（Codex, 1976）。 

・ 乳幼児用調製粉乳に関する衛生実施規範の付属文書で、乳児
用調製粉乳中のサルモネラについて微生物規格を設定している
（Codex, 2008）。 

・ 鶏肉中のカンピロバクター及びサルモネラの管理のためのガイド
ラインを公表した。生産から消費までの各工程におけるGHPベー
ス、ハザードベースの対策が記載されている。農場段階の対策
（サルモネラ）については、OIE陸生動物コードの関連章を参照し
ている。ハザードベースの対策（サルモネラ）として、食鳥処理場
の段階ではと体洗浄や冷却などが記載されており、各対策によ

る低減効果が示されている（Codex, 2011）。 
・ 水分含量の低い食品（水分活性が0.85以下）の衛生実施規範を
公表した。加工段階以降のサルモネラ対策について記載されて
おり、特に微生物を低減させる工程の後、環境中または原材料
中のサルモネラが製品を汚染しないよう注意喚起している
（Codex, 2015）。 

・ 牛肉及び豚肉中のサルモネラの管理のためのガイドラインを公
表した。生産から消費までの各工程におけるGHPベース、ハザ
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ードベースの対策が記載されている。農場段階の対策について
は、OIE陸生動物コードの関連章を参照している。ハザードベー

スの対策として、と畜場の段階ではと体表面の洗浄・消毒などが
記載されており、各対策による低減効果が示されている（Codex, 
2016）。 

 

【EU】 
・ 1998年にEU指令(Council Directive 92/117/EEC)により、飼料
や鶏群等のモニタリング計画と、SE・STM陽性種鶏群のとう汰を
含むサルモネラ対策の策定を義務づけた。このEU指令に代わ
り、2003年にEU規則（Regulation (EC) No 2160/2003）により、サ
ンプリングの最低要件を満たすモニタリングや陽性種鶏群のとう
汰を含むサルモネラ対策の義務付けと、サルモネラ保有率の低
減目標値（種鶏、採卵鶏、肉用鶏、豚、種豚）の設定を決定した

（EU, 2003）。 
・ 2006年にEU規則（No.1177/2006）により、採卵鶏群のサルモネ
ラ保有率が2008年1月以降に10％以上の国は、サルモネラワク
チンの接種を義務付けた（EU, 2006）。 

・ 採卵鶏群とブロイラー鶏群のサルモネラ（SE・STM）保有率の低
減目標値（現時点）をEU規則（Commission Regulation (EU) No. 
517/2011及びNo 200/2012）により定めている（EU, 2011; EU, 
2012）。 

 

【英国】 
・ 1989年にサルモネラ対策として検査と感染鶏群のとう汰を法的
に 実 施 し (The Zoonoses Order 1989) 、 現 在 は EU 規 則   

（Regulation (EC) No. 2160/2003）の要求事項を実施している
（British Egg Information Service, 2013）。 

・ 1998年から、鶏卵産業協会が自主的にライオン品質管理実施
規定（Lion Quality Code of Practice）に基づいた「赤ライオン」マ
ーク表示卵の生産管理を実施している（鶏卵市場の90％近くを
占める）（British Egg Information Service, 2007）。 

 

【米国】  
・ 2010年から一定規模以上の鶏卵生産者にサルモネラ対策を義
務付けた（FDA, 2013）。 

・ 2013年に食肉中のサルモネラ対策をまとめたSalmonella Action 
Planを公表（USDA-FSIS, 2013）。 

・ FDA食品安全強化法の農産物の安全性に関する最終規則を
2015年に公表。その中で堆肥中のサルモネラ等の微生物基準
を規定。また、原則的にスプラウト灌漑水中のサルモネラ等の検
査を要求。（FDA, 2016） 

 

【その他】 
・ 各国等において、様々な製品に対し、サルモネラの微生物規格
が設定されている（CFIA; EU, 2005; FSANZ）。 
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７ リスク評価事例   

（１）国内   

（２）海外 【JEMRA】 
・ Risk Assessment of Salmonella in eggs and broiler chickens.  

鶏卵中のSEと鶏肉中のサルモネラについてリスク評価を実施
している。前者では、サルモネラ検査で陽性となった鶏群の卵を
廃棄する、全鶏群にワクチンを接種する等によりヒトの健康への
リスクを減らすことができるとしている（pp.192-193）。後者では、
食鳥処理施設で酸や塩素等の薬剤を添加する等の介入措置
が、と体や部分肉の汚染率や汚染濃度を減少させ、ヒトのサル
モネラ症の発生数を減少させるとしている（pp.283-293）。 

（JEMRA, 2002） 
・ Salmonella and campylobacter in chicken meat. 

 鶏肉の生産から消費までの各工程におけるカンピロバクター及

びサルモネラの対策やその効果に係る科学的情報をレビューし
た。 

（JEMRA, 2009） 

・ Interventions for the control of non-typhoidal Salmonella spp. 
in beef and pork. 
牛肉の生産・加工段階の各工程におけるサルモネラの対策や

その効果に係る科学的情報をレビューした。 
（JEMRA, 2016） 

 
【EU】 
・ Scientific opinion on a quantitative estimation of the public 

health impact of setting a new target for the reduction of 

Salmonella in laying hens.  
採卵鶏群のSE保有率と鶏卵のサルモネラ汚染に相関がある

ことが示唆された。しかし、感染鶏群由来の汚染鶏卵の数と汚
染鶏卵が原因のサルモネラ症の数が不明なため、正確なリスク
評価にはさらなるデータが必要である。 

（EFSA, 2010c） 
・ Scientific Opinion on the public health risks of table eggs due 

to deterioration and development of pathogens.  
本リスク評価では、主に、卵の保存期間の延長による、消費

者のSE感染リスクについて評価した。保存期間の延長により上
昇する感染リスクを低減するには冷蔵保存が必要であるとした。
また、保存期間の延長が、加工用卵の品質基準（3-ヒドロキシ

酪酸、乳酸）に与える影響は無視できると考えられた。 
（EFSA, 2014） 

・ Scientific opinion on a quantitative microbiological risk 
assessment of Salmonella in slaughter and breeder pigs.  
定量的リスク評価を実施した結果、理論上、繁殖豚群の汚染

低減、サルモネラフリーの飼料の使用、ネズミ等の侵入防止によ
る処理豚の管理や、と体の汚染レベル低減により、サルモネラ
症が減らせるという意見を公表した。EUにおける豚のサルモネラ
制御の戦略については、改善点があるか継続的に評価すること
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が必要である。 
（EFSA, 2010d） 

８ 今後必要とされるデー

タ 

○畜産物 
・ 肉用鶏・採卵鶏農場での汚染経路、各種対策の効果やコスト 
・ 全国的な鶏群の汚染状況の動向、対策の実施状況 
・ 鶏群の陽性率が低い農場が実施している対策の詳細 

 

９ その他参考となる情報 〈鶏肉〉 
○生産 
・ ブロイラー鶏舎で、ひな導入前に採取された敷料や、出荷直前
に採取された飼料タンク（タンク投入後に汚染されたと考えられ
た。）からサルモネラが分離された（村上ほか, 2013; 農林水産
省, 2015a）。 

・ 各ブロイラー農場（23農場）で、2鶏群（2鶏群目は1鶏群目の次
の生産サイクルの鶏群）のサルモネラ保有状況を調べたところ、

14農場において2鶏群から分離された菌が同じ性状を示した。サ
ルモネラは農場の環境中に残り、新たな鶏群に感染すると考え
られた（Sasaki et al., 2012b; 農林水産省, 2015a）。 

・ 16農場の全ブロイラー鶏群を対象にした調査で、12農場では、
出荷2週間前の時点で全鶏群がサルモネラ陽性であった（農林
水産省, 2015a）。 

・ 調査対象の3農場のうち2農場において、ブロイラー鶏群出荷の
際、捕鳥業者の長靴（捕獲後及び洗浄後）からサルモネラが分
離された。また、3農場で使われた生鳥かご（消毒前後）からサル
モネラが分離された（農林水産省, 2014b）。 

 

○加工 

・ 1処理場において、陽性鶏群（3鶏群）由来のと体・鶏肉の17％
（10/60）からサルモネラが検出された。一方、陰性鶏群（2鶏群）
由来のと体・鶏肉については、10％（4/40）検出された。陽性鶏
群のと体の菌濃度は、陰性鶏群のと体の菌濃度よりも高い傾向
であった。また、陽性盲腸内容物の平均菌濃度は2.7±0.8 MPN
※/100 gであった（春名ほか, 2013; 農林水産省, 2015a）。 
※most probable number の頭文字を取ったもので、菌濃度を確率論的
に推定した値。試料（食品、ふん便等）を階段希釈したものをそれぞれ3
本又は5本ずつの試験管（液体培地）で培養し、各希釈濃度で細菌が
発育した試験管の本数と、規定の算出表により、元の試料中の菌濃度
を推定する。 

 
〈鶏卵〉 
○生産 

・ 日本、EU、米国等で、採卵鶏の糞便中への排菌抑制（腸管への
定着軽減）を目的としたワクチンが承認されており、使用されて
いる。 

・ 10万羽以上を使用する大規模の採卵鶏農場では、開放鶏舎よ

り無窓鶏舎の方が、保有率が高かった（（一社)日本養鶏協会, 
2005）。 

・ 採卵鶏の開放鶏舎のサルモネラ汚染率は9％であったのに対
し、無窓鶏舎の汚染率は50％と高かった。また、インライン集卵
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方式の農場は、サルモネラ汚染率が高かった。さらに、無窓鶏
舎では、誘導換羽を行っている場合に汚染率が高かった（Sasaki 

et al., 2012a; 農林水産省, 2015a）。 
・ インライン集卵方式の採卵鶏農場における調査で、サルモネラ
陽性の5農場のうち4農場では、鶏群汚染率が8割以上であっ
た。また、陽性農場では、同一性状の菌株が2鶏群以上から分
離された。さらに、陽性鶏群の中には導入後2週間程度のものも
あり、一旦農場に菌が侵入すると速やかに鶏群間に伝播すると
考えられた（伊藤ほか, 2013; 農林水産省, 2015a）。 

・ 2010年10月～2011年2月の調査で、無窓鶏舎のインライン集卵
方式を採用している2農場では、サルモネラが鶏群に広く伝播し
ていたが、生産された鶏卵の卵殻及び卵内容からサルモネラは
分離されなかった。両農場のGPセンターでは、洗卵等の工程が
適切に実施されていた（伊藤ほか, 2015; 農林水産省, 2015a）。 

・ サルモネラワクチン接種鶏群と非接種鶏群にサルモネラを経口
投与した結果、接種鶏群の方が糞便中の菌濃度が低かった。別
の2鶏群にサルモネラを経口投与した後、誘導換羽を開始した結
果、低栄養の代替飼料を給与した鶏群は、絶食させた鶏群より
も糞便中の菌濃度が低かった。また、サルモネラ感染鶏の鶏糞
を速やかに乾燥した場合は、糞便中の菌濃度が低下した（農林
水産省, 2014）。 

 

〈その他〉 
・ 野生イノシシ121頭及び野生シカ128頭の盲腸内容物を調べた結
果、サルモネラはそれぞれ9頭(7.4％)、0頭から分離された
（Sasaki et al., 2013b）。 

・ 2003～2006年度の飼料中のサルモネラ汚染率を表3に示す
（FAMIC, 2007）。また、2013年度の配合飼料のサルモネラ汚染
率は2.6％（4/156）であった（FAMIC, 2014）。 

10 参考文献 ・ Brackett R.E. et al. 2001. Thermal inactivation kinetics of 
Salmonella spp. within intact eggs heated using humidity- 
controlled air. J Food Prot, 64(7), 934-8. 

・ British Egg Information Service. 2007. Egginfo: A great British 
success story. 
http://www.egginfo.co.uk/node/44 （accessed Jan 16, 2014） 

・ British Egg Information Service. 2013. Egginfo: Government 
legislation. 
http://egginfo.co.uk/government-legislation （accessed Jan 
16, 2014）. 

・ CDC. 2012. Multistate outbreak of human Salmonella 
Heidelberg infections linked to "Kosher Broiled Chicken Livers" 
from Schreiber Processing Corporation. 
http://www.cdc.gov/salmonella/heidelberg-chickenlivers/0111
12/index.html （accessed Jan 16, 2014） 

・ CDC. 2013. Multistate Outbreak of Salmonella Saintpaul 
infections linked to imported cucumbers (final update).  
http://www.cdc.gov/salmonella/saintpaul-04-13/index.html 

 

http://www.egginfo.co.uk/node/44
http://egginfo.co.uk/government-legislation
http://www.cdc.gov/salmonella/heidelberg-chickenlivers/011112/index.html
http://www.cdc.gov/salmonella/heidelberg-chickenlivers/011112/index.html
http://www.cdc.gov/salmonella/saintpaul-04-13/index.html
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http://www.inspection.gc.ca/about-the-cfia/acts-and-regulati
ons/regulatory-initiatives/sfca/progress-on-the-consolidation
-of-food-regulations/biological-chemical-and-physical-standar
ds/eng/1425911733400/1425914896183 （accessed 
September 2, 2016）  

・ Codex. 1976. Code of hygienic practice for eggs and egg 

products (CAC/RCP 15-1976). 
・ Codex. 2008. Code of hygienic practice for powered formulae 
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・ Codex. 2015. Code of hygienic practice for low-moisture foods 
(CAC/RCP 75-2015). 
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・ Ebel E. and Schlosser W. 2000. Estimating the annual fraction 
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States. Int. J. Food Microbiol., 61, 51-62. 

・ EFSA. 2007. Report of the Task Force on Zoonoses Data 
Collection on the Analysis of the baseline survey on the 
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EFSA J., 98, 1-85. 
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http://www.efsa.europa.eu/en/efsajournal/pub/1496.htm  
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http://www.cdc.gov/mmwr/preview/mmwrhtml/mm6418a4.htm
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表1 EU主要国の採卵鶏群のサルモネラ保有率（2004年10月～2005年9月、2008年） (%) 

実施時期 菌・血清型 ﾃﾞﾝﾏｰｸ ｽﾍﾟｲﾝ ﾌﾗﾝｽ ｲﾀﾘｱ ﾉﾙｳｪｰ ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 英国 

2004.10 ～
2005.9 

ｻﾙﾓﾈﾗ 2.4 73.2 17.2 30.2 0 79.5 11.9 

SE 1.2 48.2 3.9 3.7 0 47.7 6.3 

STM 0 5.4 4.3 4.4 0 4.5 1.7 

2008 ｻﾙﾓﾈﾗ 0.6 34.9 6.1 20.5 0 31.7 1.2 

SE 0,2 13.6 2.0 6.1 0 9.7 0.9 
・ 2004年10月～2005年9月調査：EU平均30.8％（SE: 18.2％、STM: 2.6％） 
・ 2008年調査：EU平均5.9％（SE: 3.1％、STM: 0.5％） 

 

 

表2 EU主要国のブロイラー鶏群のサルモネラ保有率（2005年10月～2006年9月、2008年） (%) 

実施時期 菌・血清型 ﾃﾞﾝﾏｰｸ ｽﾍﾟｲﾝ ﾌﾗﾝｽ ｲﾀﾘｱ ﾉﾙｳｪｰ ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 英国 

2005.10 ～
2006.9 

ｻﾙﾓﾈﾗ 3.1 42.3 8.9 30.4 0.3 42.8 10.7 

SE 0 32.0 0.5 3.8 0 37.6 0 

STM 0.3 0.8 0.3 0.8 0.3 0.3 0.3 

SI 0.7 0.8 0.5 0.3 0 3.0 0 

2008 ｻﾙﾓﾈﾗ 1.2 18.3  0 0   

SE+STM 0.3 10.9  0 0   
・ 2005年10月～2006年9月調査：EU平均23.7%（SE: 10.9％、STM: 0.5％、SI: 2.2％） 
・ 2008年調査：EU平均2.8％（SE・STM合計: 0.6％） 

 

 

表3 飼料中のサルモネラ汚染率（（独）肥飼料検査所：「飼料研究報告」） 

 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 

% (陽性数/総数) % (陽性数/総数) % (陽性数/総数) % (陽性数/総数) 

配合飼料 

鶏用 1.9 (1/52) 0 (0/55) 1.6 (1/61) 1.8 (1/55) 

豚用 2.1 (1/47) 0 (0/49) 0 (0/54) 1.8 (1/57) 

牛用 1.9 (1/54) 3.2 (2/63) 0 (0/59) 0 (0/55) 

上記配合飼料のうち加熱加工飼料又は非加熱加工飼料 

加熱 0 (0/23) 3.7 (1/27) 0 (0/37) 0 (0/40) 

非加熱 2.3 (3/130) 0.7 (1/140) 0.7 (1/137) 1.6 (2/127) 

ｷﾞ酸・ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸製剤添加飼料 

添加 0 (0/2) 0 (0/1) 0 (0/1) 0 (0/6) 

不添加 5.2 (7/134) 2.9 (4/138) 2.6 (4/156) 1.2 (2/161) 
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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（細菌） 
更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 腸管出血性大腸菌 （O157:H7, O26:H11 など）  

（２）分類   

① 菌種名 Escherichia coli  

② 染色性 グラム陰性  

③ 酸素要求性 通性嫌気性  

④ 形状 桿菌  

⑤ 芽胞形成 形成しない。  

（３）特徴   

① 分布 牛などの動物の腸管内に存在する。  

② 運動性 周毛性の鞭毛を有し、活発に運動する。  

③ 毒素産生性 ・ 志賀毒素（Shiga Toxin: Stx）（又はベロ毒素（Vero Toxin: VT）と
も呼ばれる。）を産生し、急性の出血性大腸炎を起こす。 

・ Stxは、大きくSｔｘ1とStx2に分類され、腸管出血性大腸菌株は、
Stx1又はStx2のいずれか、若しくはその両方を産生する。 

・ 赤痢菌の産生する志賀毒素と比較して、Stx1は、ほぼ同一のア
ミノ酸配列を持つが、Stx2は、約56％の相同性であり共通抗原
性はほぼない。 

・ Sｔｘは、腸管上皮細胞に作用し、たん白合成を阻害することによ
り細胞を死滅させ、出血性の下痢を起こす。さらに、血液を介し
て全身に移行すると、溶血性尿毒症症候群（HUS）、血栓性血小
板減少性紫斑病、脳症などを起こす。 

・ Stx1はStx1aやStx1c、Stx1dの3亜型、Stx2はStx2aやStx2b、
Stx2c、Stx2d、Stx2e、Stx2f、Stx2gの7亜型に分けられる。 

 

④ その他 ・ 大腸菌は、血清型（O抗原及びH抗原の組合せ）により分類され
る。 

・ 発症者の糞便中に大量の菌が排出されるため、しばしば二次感
染が起こる。 

・ 乾燥、低温、冷凍に強い。 
・ O157:H7は酸にも強い。 
・ 線毛を有し、特定の臓器に付着・定着する。 

 

（４）発育条件   

① 温度域 7～46℃  

② pH域 4.4～9  

③ 水分活性 0.95以上  

（５）発育至適条件   

① 温度域 35～40℃  

② pH域 6～7  
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③ 水分活性 0.99  

（６）分離・検査方法 ○食品からの分離（O157の場合の例） 
・ mEC培地で、42℃、22時間増菌培養を行い、増菌培養液から

DNA抽出後、PCR法やLAMP法によってstx遺伝子が検出された
場合、CT-SMAC寒天培地及び酵素基質培地に直接塗抹及び
免疫磁気ビーズ濃縮液を塗抹し、分離培養を行う。形成された
疑わしい集落は、純培養を行った後、O抗原の血清凝集試験を
行い、凝集が確認された菌株について、TSI寒天培地、LIM培地
などで培養し、大腸菌であることを確認する。 

・ 疑わしい集落について、stx遺伝子又はStx産生性をPCR法や逆
受身ラテックス凝集反応（RPLA）法により確認する。 

（厚生労働省, 2012b） 

 

（７）特記 －  

２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食

品・摂食形態 

・ 焼き肉、ハンバーグ等の牛挽き肉料理、牛ユッケなど、生や加熱
不十分な状態の牛肉（牛肝臓などの内臓を含む）。 

・サラダ、野菜の浅漬けなどの生の野菜 

 

（２）汚染経路 ・ 動物（主に牛）の腸管内に常在しており、腸管内容物が汚染源と
なる。 

・ 牛の肝臓内部や胆汁からO157が検出されたとの報告がある。 
・ 野菜等は、糞便に汚染された水や、食肉を調理した包丁やまな
板を介して汚染される。 

・ ハエなどの昆虫が媒介することもある。 
 (品川, 2012; Jeong et al., 2007; Reinstein et al., 2007) 

 

（３）汚染実態   

① 野菜 ○生産 
・ 2007～2008年に、初夏から秋にかけて全国の出荷量の6割を生
産する産地のレタス（840点）、キャベツ（425点）、ねぎ（緑：480
点、白：480点）、トマト（499点）及びきゅうり（683点）を対象に腸
管出血性大腸菌（O157及びO26）の汚染状況を調査した結果、
いずれの試料からも検出されなかった。 

（農林水産省, 2010） 

 

・ 2013年9月～2015年2月、全国の産地のレタス（585点）及びはく
さい（305点）を対象とした腸管出血性大腸菌（O157）の汚染状況
を調査した結果、いずれの試料からも検出されなかった。 

（農林水産省） 

 

・ 2015年6月～2016年2月、全国の産地のトマト（215点）及びきゅう
り（236点）を対象とした腸管出血性大腸菌（O157）の汚染状況を
調査した結果、いずれの試料からも検出されなかった。 

（農林水産省） 

 

○流通 
・ 2006年5月～2007年1月に市販のカイワレ大根等の生食用野菜
を調査し、56検体中5検体から大腸菌が検出されたが、いずれも
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腸管出血性大腸菌ではなかった（山田ほか, 2007）。 

② 牛肉 【国内】 

○生産 
・ 2007～2008年に全国の肉用牛406農場（2,436頭）を対象に腸管
出血性大腸菌（O157及びO26）の保有状況を調査した結果、約3
割の農場から検出された。 

（Sasaki et al., 2011; 農林水産省, 2015） 
・ 2011年7月～9月に肉用牛25農場で、一農場当たり10頭を調査
した結果、農場の28％（7/25）、肉用牛の6％（16/250）から腸管
出血性大腸菌O157が検出された。 

（農林水産省, 2012a; 農林水産省, 2015） 

 

○加工 
・ 2004年7月～2006年4月に7県のと畜場に搬入された牛を調査し

た結果、直腸内容物の11％（114/1017）、枝肉の3％（15/576）か
ら腸管出血性大腸菌O157が検出された。 

（重茂と品川, 2009） 
・ 2011年9月～12月に3箇所のと畜場に搬入された牛96頭の肝臓
を調査した結果、腸管出血性大腸菌O157は検出されなかった。
そのうち32頭は胆汁も調査したところ、1頭から腸管出血性大腸
菌O157が検出され、十二指腸と直腸を調べたところ腸管出血性
大腸菌O157が検出された。 

（農林水産省, 2012a; 農林水産省, 2015） 
・ 2011年9月～12月に1箇所のと畜場に搬入された牛を調査した
結果、腸管出血性大腸菌O157は21％（20/96）の牛から検出さ
れた。消化管内容物別に検出率を見ると、高い順に直腸内容物

（14/96、15％）、十二指腸内容物（7/96、7％）、第一胃内容物
（4/96、4％）、第四胃内容物（1/96、1％）であった。腸管出血性
大腸菌O157が検出された牛の70％（14/20）は直腸内容物から
腸管出血性大腸菌O157が検出された。 

（農林水産省, 2012a; 農林水産省, 2015） 

 

【海外】 
・ 2013年に米国のと畜場で採取した牛枝肉の0.46％（25/5,387）が

腸管出血性大腸菌陽性であった（USDA-FSIS, 2015）。 
・ EUでは、小売段階における各国の牛肉の腸管出血性大腸菌汚
染率を調査し、EFSAが結果を公表している（下表）。 

（EFSA and ECDC, 2015） 

 

EU各国の牛肉の腸管出血性大腸菌汚染率（%）（2014年） 
（単位（％）） 

ｲﾀﾘｱ ｵﾗﾝﾀﾞ ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ ｽﾍﾟｲﾝ 

0 2.36 18.4 4.08 

  

 

（４）殺菌・滅菌・失活

条件 

・ 通常の加熱調理条件（中心温度75℃、1分間以上の加熱）で死
滅する。 
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・ D値※：O157:H7で45秒（60℃、挽き肉）、9.6秒（64.3℃、挽き肉）。 
（Doyle and Schoeni, 1984） 

※ある条件において菌数を1/10に減少させるために必要な時間 

３ 食中毒の特徴   

（１）分類・機序 感染型（生体内毒素型）  

（２）潜伏期間 12～60時間  

（３）症状 激しい腹痛と新鮮血を伴う下痢が数日間持続する。嘔吐は余り見

られない。 

 

（４）有症期間 2～9日間  

（５）予後 ・ 症状が一旦治まったところで急に重症化することがあるため、慎
重な経過観察が必要である。 

・ 若齢者では、HUS※、高齢者では、HUS又は血栓性血小板減少
性紫斑病に発展する恐れがあり、その場合、死亡率は10％に達

する。 
※HUS（hemolytic uremic syndrome （溶血性尿毒素症候群））とは、腸管

出血性大腸菌感染症の重篤な合併症のひとつで、急性腎不全による

尿毒症を発症する。 

 

（６）発症に必要な菌数 ・ 11～50個程度の少量の摂取菌量でも発症する。 
（品川ほか, 1997） 

 

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   

① 報告数 ・ 腸管出血性大腸菌による食中毒の発生状況 

年 2011 2012 2013 2014 2015 

事件数（件） 25 16 13 25 17 

患者数（人） 714 392 105 766 156 

（厚生労働省「食中毒統計」） 

 

・ 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（感染症法）」に基づく報告数 

年 2011 2012 2013 2014 2015 

報告数（人） 3,939 3,770 4,045 4,156 3,565 

(国立感染症研究所, 2016) 

 

・ 日本での発生は、O157血清型以外に、O26やO111によるものが
多い(食品安全委員会, 2011)。 

 

② 推定数 －  

（２）海外   

① 実報告数 【EU】 
・ EUの腸管出血性大腸菌感染症の発症者数（2014年）は、5,955
人と報告された（EFSA and ECDC, 2015）。 

 

② 推定数 【米国】 
・ 腸管出血性大腸菌による食中毒患者数（2012年）は、O157につ
いては10万人当たり1.12人、O157以外の血清型については10
万人当たり1.16人と算出された（CDC, 2013）。 
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５ 主な食中毒事例   

（１）国内 ・ 2011年4月、富山県他において、焼き肉チェーン店で提供された
和牛ユッケによる腸管出血性大腸菌O111:H8及びO157:H7食中
毒が発生した（患者数181名、死者5名）。 

(国立感染症研究所, 2012) 
・ 2012年8月、札幌市を中心として、白菜浅漬けによる腸管出血性
大腸菌O157:H7食中毒が発生した（患者数169名、死者8名）。 

(坂本ほか, 2013) 
・ 2012年8月、静岡県において、花火大会の露天で提供された冷
やしキュウリによる腸管出血性大腸菌O157食中毒が発生した
（患者数は510名）（国立感染症研究所, 2015）。 

・ 2016年8月、千葉県と東京都において、老人ホームで提供された
きゅうりのゆかり和えによる腸管出血性大腸菌O157食中毒が発
生した（患者数75名、死者6名）（千葉県, 2016; 東京都, 2016）。 

 

（２）海外 ・ 2009年9～11月、米国において、牛挽き肉を原因とする食中毒
が発生した（患者数26名、うち入院19名、HUS5名、死者2名）。 

（CDC, 2009） 

・ 2011年5月、ドイツ北部を中心とした欧州諸国において、志賀毒
素を産生する病原性大腸菌O104:H4食中毒が発生し、発芽野菜
の喫食との関連が指摘され、エジプトから輸入されたフェヌグ
リーク種子※が原因とされた。ドイツ国内の患者数は、計3,842
名、うちHUS855名、死者53名に及んだ。 
※フェヌグリーク種子とは、ハーブ・香辛料の１種のマメ科一年草植物。地
中海地方原産でカレーのスパイスやもやしとして利用する。 

(Robert Koch-Institute, 2011) 

 

６ 食中毒低減のための

措置・取組 
 

 

（１）国内 【農林水産省】 
・ 「家畜の生産段階における衛生管理ガイドライン」を公表した｡ 

（農林水産省, 2002） 
・ 「畜産農場における使用衛生管理工場の取組認証基準（農場

HACCP認証基準）」を公表した（農林水産省, 2009）。 
・ 野菜の生産に携わる人向けに、水や堆肥の管理、手洗いなど、
衛生上の注意すべき点をまとめた「生鮮野菜を衛生的に保つた
めに－栽培から出荷までの野菜の衛生管理指針－」を公表した
（農林水産省, 2011a）。 

・ スプラウトを衛生的に扱い、種子や水の管理、施設の整備など、
スプラウト生産施設での衛生上の注意すべき点をまとめた「スプ
ラウト生産における衛生管理指針」を公表した。 

（農林水産省, 2015b） 
・ 肉用牛農場や牛舎への腸管出血性大腸菌やカンピロバクター
等の食中毒菌の侵入や汚染拡大を防止するためのガイドライン
「牛肉の生産衛生管理ハンドブック」を公表した。 

(農林水産省, 2011b)（2013年改訂） 
・ 生食用食肉を取り扱う外食産業、食肉流通業等における衛生管
理上の確認事項、手順及びチェック方法等を分かりやすく解説し
た「生食用食肉の取扱いマニュアル」を公表した。 
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(農林水産省, 2011c)（2012年改訂） 

 

【厚生労働省及び消費者庁】 
・ 生食用の牛肉（内臓を除く）について、「食品衛生法」に基づく規
格基準及び表示基準を定めた。 

(厚生労働省, 2011; 消費者庁, 2011) 
・ 牛レバーの生食用としての販売・提供を禁止した。 

(厚生労働省, 2012c) 
・ 「漬物の衛生規範」を改正した。 

(厚生労働省, 2012d; 厚生労働省, 2013b) 
・ 加熱せずに喫食するカット野菜及びカット果物を加工する施設に
ついて、「大量調理施設衛生管理マニュアル」を踏まえて食中毒
予防のための重要管理事項を指導するよう都道府県に通知した
（厚生労働省, 2013a; 厚生労働省, 2012a)。 

 

【その他】 
・ （公社）日本食品衛生協会は、ホームページ「知ろう！防ごう！
食中毒」で腸管出血性大腸菌の予防方法を紹介している。 
〈主な内容〉 
 生肉、生レバーを食べない。 
 食材はよく洗い、十分に加熱する（75℃１分以上）。 
 低温でも生存できるので、冷蔵庫に入れたことで安心しな

い。 
（(公社)日本食品衛生協会） 

（２）海外 【米国】 
・ と畜場におけると畜前の牛の腸管出血性大腸菌排菌量を抑え

るための指針 ‘Pre-harvest management controls and 
intervention options for reducing Shiga toxin-producing 
Escherichia coli shedding in cattle: An overview of current 
research’を公表した(USDA-FSIS, 2014)。 

・ FDA食品安全強化法の農産物の安全性に関する最終規則を
2015年に公表。その中で堆肥中の腸管出血性大腸菌O157：H7
等の微生物基準を規定。また、原則的にスプラウト灌漑水中の
腸管出血性大腸菌O157：H7等の検査を要求（FDA, 2016）。 

 
【カナダ】 
・ 牛肉における腸管出血性大腸菌O157：H7等の保有率を低減す
るための手引き “Health Canada’s Guidance Document on E. 
coli O157:H7 and E. coli O157:NM in Raw Beef”を公表した
（Health Canada, 2014）。 

・ Biological, Chemical and Physical Standards for Food 
生の牛挽肉等の大腸菌O157:H7について、微生物規格を設

定している（CFIA）。 

 

【EU】 
・ COMMISSION REGURATION (EC) No 2073/2005 of 15 

November 2005 on microbiological criteria for foodstuffs. 
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スプラウトの腸管出血性大腸菌O157及びO26、O111、O103、
O145、O104:H4について、微生物規格を設定している。 

（EU, 2005） 

 

【英国】 
・ 腸管出血性大腸菌O157：H7等の交差汚染を防ぐための食品事
業 者 向 け の 指 針  “E. coli O157 Control of Cross-
contamination: Guidance for food business operators and local 
authorities.”を公表した（FSA, 2012）。 

７ リスク評価事例   

（１）国内 【食品安全委員会】 
・ 生食用食肉（牛肉）における腸管出血性大腸菌及びサルモネラ
属菌に係る食品健康影響評価を行い、国内における過去の食
中毒の最小発症菌数から、摂食時安全目標値（FSO）※1 が0.04 

cfu※2/gより小さい値であることが必要。これを達成するために
は、肉塊表面から1 cm以上の深さを60℃2分以上加熱するなど
の加工基準に加え、生食部分は直接加熱処理することができな

いため、微生物検査（1肉塊あたり25検体以上が腸内細菌科菌
群陰性であることを確認するなど）も必要とした。 
※1 FSOとは、消費時点における食品中のハザードの汚染頻度又は濃度

であって、その食品を摂食した結果としての健康被害がALOP（適切
な衛生健康保護水準）を超えない最大値。 

※2 colony forming unit の略。細菌が寒天平板培地上に付着して増殖
を繰り返すと、菌数の増加に伴って肉眼で集落となって確認できるた
め、その数を測定して元の材料中に含まれていた菌数を表す方法の
一つ。 

（食品安全委員会, 2011） 

 

（２）海外 【JEMRA】 
・ リスク評価やリスク管理の今後の進め方についての科学的な助
言‘Enterohaemorrhagic Escherichia coli in raw beef and beef 
products: approaches for the provision of scientific advice: 

meeting report’を公表した(JEMRA, 2011)。 

 

８ 今後必要とされるデー

タ 

・ 牛の糞便中及び体表面上の汚染が牛肉及び肝臓の汚染に及
ぼす影響 

 

９ その他参考となる情報 ・ 圃場から採取した有機野菜からは糞便系大腸菌は分離されな
かったが、有機栽培圃場の土壌から分離された。 

（上田と桑原, 2002） 

 

10 参考文献 ・ CDC. 2009. Multistate outbreak of E. coli O157: H7 infections 
associated with beef from Fairbank Farms.  

http://www.cdc.gov/ecoli/2009/ （accessed May 30, 2016） 
・ CDC. 2013. Incidence and trends of infection with pathogens 

transmitted commonly through food — Foodborne Diseases 
Active Surveillance Network, 10 U.S. sites, 1996–2012. 
Morbidity and Mortality Weekly Report (MMWR), 62(15), 283-
287.  
http://www.cdc.gov/mmwr/preview/mmwrhtml/mm6215a2.htm 
（accessed May 30, 2016） 

・ CFIA. Biological, Chemical and Physical Standards for Food. 

 

http://www.cdc.gov/ecoli/2009/
http://www.cdc.gov/mmwr/preview/mmwrhtml/mm6215a2.htm


©農林水産省 

40 

http://www.inspection.gc.ca/about-the-cfia/acts-and-
regulations/regulatory-initiatives/sfca/progress-on-the-

consolidation-of-food-regulations/biological-chemical-and-
physical-standards/eng/1425911733400/1425914896183 
（accessed September 2, 2016） 

・ Doyle, M. P. and Schoeni, J. L. 1984. Survival and growth 
characteristics of Escherichia coli associated with hemorrhagic 
colitis. Appl. Environ. Microbiol.. 48, 855-856.  

・ EFSA and ECDC. 2015. The European Union Summary Report 
on Trends and Sources of Zoonosis, Zoonotic Agents and 
Food-borne Outbreaks in 2014. EFSA J. 13(12), 4329.  
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.2903/j.efsa.2015.4329/ep
df （accessed August 2, 2016）  

・ EU. 2005. COMMISSION REGURATION (EC) No 2073/2005 of 

15 November 2005 on microbiological criteria for foodstuffs. 
Off. J. Eur. Union, L338, 1-26.  
http://eur-lex.europa.eu/legal-
content/EN/ALL/?uri=CELEX%3A32005R2073 (accessed 
September 2, 2016) 

・ FDA. 2016. FSMA Final Rule on Produce Safety. 
http://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/FSMA/ucm3341
14.htm （accessed May 30, 2016） 

・ FSA. 2014. E. colii O157 control of cross-contamination: 
Guidance for food business operators and local authorities. 
http://www.food.gov.uk/sites/default/files/ecoli-cross-
contamination-guidance.pdf (accessed August 5, 2016) 

・ Health Canada. 2014. Health Canada's Guidance Document on 
E. coli O157:H7 and E. coli O157:NM in Raw Beef.  
http://www.hc-sc.gc.ca/fn-an/legislation/guide-ld/bacterie-e-
coli-bacteria-0157-raw-beef-boeuf-cru-eng.php (accessed 
August 18, 2016)  

・ JEMRA. 2011. Enterohaemorrhagic Escherichia coli in raw beef 
and beef products: approaches for the provision of scientific 
advice: meeting report. MRA series 18.  
ftp://ftp.fao.org/ag/agn/jemra/MRA_18.pdf （accessed May 30, 
2016） 

・ Jeong, K.C. et al. 2007. Isolation of Escherichia coli O157:H7 
from the gall bladder of inoculated and naturally-infected 
cattle. Vet. Microbiol.. 119, 339-345. 

・ Reinstein, S. et al. 2007. Prevalence of Escherichia coli 
O157:H7 in gallbladders of beef cattle. Appl. Environ. Microbiol., 
73, 1002-1004.  

・ Robert Koch-Institute. 2011. Final presentation and evaluation 
of epidemiological findings in the EHEC O157:H4 outbreak 
Germany 2011. 
http://www.rki.de/EN/Home/EHEC_final_report.pdf?__blob=publi
cationFile （accessed May 30, 2016） 

http://www.inspection.gc.ca/about-the-cfia/acts-and-regulations/regulatory-initiatives/sfca/progress-on-the-consolidation-of-food-regulations/biological-chemical-and-physical-standards/eng/1425911733400/1425914896183
http://www.inspection.gc.ca/about-the-cfia/acts-and-regulations/regulatory-initiatives/sfca/progress-on-the-consolidation-of-food-regulations/biological-chemical-and-physical-standards/eng/1425911733400/1425914896183
http://www.inspection.gc.ca/about-the-cfia/acts-and-regulations/regulatory-initiatives/sfca/progress-on-the-consolidation-of-food-regulations/biological-chemical-and-physical-standards/eng/1425911733400/1425914896183
http://www.inspection.gc.ca/about-the-cfia/acts-and-regulations/regulatory-initiatives/sfca/progress-on-the-consolidation-of-food-regulations/biological-chemical-and-physical-standards/eng/1425911733400/1425914896183
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.2903/j.efsa.2015.4329/epdf
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.2903/j.efsa.2015.4329/epdf
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX%3A32005R2073
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX%3A32005R2073
http://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/FSMA/ucm334114.htm
http://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/FSMA/ucm334114.htm
http://www.food.gov.uk/sites/default/files/ecoli-cross-contamination-guidance.pdf
http://www.food.gov.uk/sites/default/files/ecoli-cross-contamination-guidance.pdf
http://www.hc-sc.gc.ca/fn-an/legislation/guide-ld/bacterie-e-coli-bacteria-0157-raw-beef-boeuf-cru-eng.php
http://www.hc-sc.gc.ca/fn-an/legislation/guide-ld/bacterie-e-coli-bacteria-0157-raw-beef-boeuf-cru-eng.php
ftp://ftp.fao.org/ag/agn/jemra/MRA_18.pdf
http://www.rki.de/EN/Home/EHEC_final_report.pdf?__blob=publicationFile
http://www.rki.de/EN/Home/EHEC_final_report.pdf?__blob=publicationFile


©農林水産省 

41 

・ Sasaki, Y. et al. 2011. Prevalence and characterization of Shiga 
toxin-producing Escherichia coli O157 and O26 in beef farms. 

Vet. Microbiol., 150, 140-145. 
・ USDA-FSIS. 2014. Pre-harvest management controls and 

intervention options for reducing Shiga toxin-producing 
Escherichia coli shedding in cattle: An overview of current 
research.  
http://www.fsis.usda.gov/wps/wcm/connect/d5314cc7-1ef7-
4586-bca2-f2ed86d9532f/Reducing-Ecoli-Shedding-in-
Cattle.pdf?MOD=AJPERES （accessed May 30, 2016） 

・ USDS-FSIS. 2015. Annual Report for Shiga toxin-producing E. 
coli (STEC) in Raw Ground Beef, Veal, and Raw Ground Beef or 
Veal Components.  
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-

education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-
PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MI
VrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsa
kLyByFyrtSfGX10Sb-
CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGs
qmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KG
QLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4
Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-
zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIb
yf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_F
wHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true
&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-

Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-
reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-
annual-report-2013 (accessed August 2, 2016) 

・ 上田成子と桑原祥浩. 2002. 有機栽培圃場の野菜および有機
肥料の衛生細菌学的研究. 防菌防黴誌, 3, 145-152. 

・ 重茂克彦と品川邦汎. 2009. 日本国内における牛の腸管出血性
大腸菌保菌状況と分離菌株の薬剤感受性. 獣医畜産新報. 62, 
807-811. 

・ 厚生労働省. 食中毒事件一覧速報.  
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou
/shokuhin/syokuchu/04.html （accessed October 7, 2016） 

・ 厚生労働省. 2011. 平成23年9月12日付け食安発0912第7号厚
生労働省医薬食品局食品安全部長通知. 食品、添加物等の規

格基準の一部を改正する件について. 
http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/dl/110916_01.pdf 
（accessed May 30, 2016） 

・ 厚生労働省. 2012a. 平成24年4月25日付け食安食安発0425第3
号.最終改正 食品事業者が実施すべき管理運営基準に関する
指針（ガイドライン）について.  
http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/kanshi/040227
-1.html （accessed May 30, 2016） 

http://www.fsis.usda.gov/wps/wcm/connect/d5314cc7-1ef7-4586-bca2-f2ed86d9532f/Reducing-Ecoli-Shedding-in-Cattle.pdf?MOD=AJPERES
http://www.fsis.usda.gov/wps/wcm/connect/d5314cc7-1ef7-4586-bca2-f2ed86d9532f/Reducing-Ecoli-Shedding-in-Cattle.pdf?MOD=AJPERES
http://www.fsis.usda.gov/wps/wcm/connect/d5314cc7-1ef7-4586-bca2-f2ed86d9532f/Reducing-Ecoli-Shedding-in-Cattle.pdf?MOD=AJPERES
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.fsis.usda.gov/wps/portal/fsis/topics/food-safety-education/!ut/p/a1/zVJbb8IgGP01fSRAa2-PzsTbshqtm7YvhlJacS3Ulhi3Xz9wD1uWOTXxYfAAJ5xz4Dt8MIVrmApy4CVRXApSGZx6GzRHHg4HaDoL8RBNopf57HEwQEHsakLyByFyrtSfGX10Sb-CKUypUI3awqToeAeoFIoJZSGu11YwvasJFxZSsuG0s1BOFNGsqmLUVAmIyEHLGtkqfVhz2sqMy0qWbxZiVMtYp7goQdPKsiU1KGQLmNFzILHrb_2TgdBGBoJOGRFVgIucHc3rGlKynHW8FCdEeQ4Tz7UDzy4ykDGbgh5hGITUpyDPM5wzz8UFyeD0ivD4br9P-zoCU_VRwfU_zOD0R98rQVjPSeTEvfE0ctCs95PwSxt9Es73SaIbyf9yGC3MFcN4iUfuA0ZjDOMb079g6NzZMET3NrTvbXh7hk39_FwHu6JegddFgBy3Obwvi7reRE_9D9QIEwo!/?1dmy&current=true&urile=wcm%3apath%3a%2FFSIS-Content%2Finternet%2Fmain%2Ftopics%2Fdata-collection-and-reports%2Fmicrobiology%2Fec%2Fstec-annual-report%2Fstec-annual-report-2013
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/04.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/04.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/dl/110916_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/kanshi/040227-1.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/kanshi/040227-1.html


©農林水産省 

42 

・ 厚生労働省. 2012b. 平成24年12月17日付け食安鑑発1217第3
号厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課長通知. 腸

管出血性大腸菌O26、O111及びO157の検査法について.  
http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/other/2012/dl/121217-
03.pdf （accessed May 30, 2016） 

・ 厚生労働省. 2012c. 平成24年6月25日付け食安発0625第1号.
厚生労働省医薬食品安全部長通知. 食品、添加物等の規格基
準の一部を改正する件について. 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/sh
okuhin/syouhisya/110720/dl/120625_01.pdf （accessed May 
30, 2016） 

・ 厚生労働省. 2012d. 平成24年10月12日付け食安鑑発第1012
第1号.厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課長通知. 
漬物の衛生規範の改正等について.  

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/sh
okuhin/syokuchu/dl/121012-01.pdf （accessed May 30, 2016） 

・ 厚生労働省. 2013a. 平成25年10月22日付け食安発1022第10
号. 厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知. 「大量調理施
設衛生管理マニュアル」の改正について.  
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-
anzen/gyousei/dl/131106_03.pdf （accessed May 30, 2016） 

・ 厚生労働省. 2013b. 平成25年12月13日付け食安発1213第2号
最終改正. 厚生労働省医薬食品安全局食品安全部監視安全
課長通知. 漬物の衛生規範の改正等について. 
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-
anzen/gyousei/dl/131213_1.pdf （accessed May 30, 2016） 

・ 国立感染症研究所. 2012. ＜特集＞腸管出血性大腸菌感染症
2012年4月現在. 病原微生物検出情報（IASR）, 33, 5, 115-116.  
http://www.nih.go.jp/niid/ja/ehec-m/ehec-iasrtpc/2012-
tpc387-j.html （accessed May 30, 2016） 

・ 国立感染症研究所. 2014. 腸管出血性大腸菌感染症2014年4
月現在. 病原微生物検出情報（IASR）, 35, 117-118.  
http://www.nih.go.jp/niid/ja/ehec-m/ehec-iasrtpc/4622-
tpc411-j.html （accessed May 30, 2016） 

・ 国立感染症研究所. 2015. 花火大会関連腸管出血性大腸菌
O157 VT1&2集団発生事例－静岡市. 病原微生物検出情報
（IASR）, 36, 80-81.  
http://www.nih.go.jp/niid/ja/allarticles/surveillance/2307-
iasr/related-articles/related-articles-423/5678-dj4236.html 

（accessed May 30, 2016） 
・ 国立感染症研究所. 2016. ＜特集＞腸管出血性大腸菌感染症

2016年4月現在. 病原微生物検出情報（IASR）, 37, 85. 
http://www0.nih.go.jp/niid/idsc/iasr/37/435.pdf （accessed 
May 30, 2016） 

・ 坂本裕美子ほか. 2013. 白菜浅漬による腸管出血性大腸菌
O157食中毒事例について－札幌市. 病原微生物検出情報
（IASR）, 34, 126.  

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/other/2012/dl/121217-03.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/other/2012/dl/121217-03.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syouhisya/110720/dl/120625_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syouhisya/110720/dl/120625_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/dl/121012-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/dl/121012-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/131106_03.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/131106_03.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/131213_1.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/131213_1.pdf
http://www.nih.go.jp/niid/ja/ehec-m/ehec-iasrtpc/2012-tpc387-j.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/ehec-m/ehec-iasrtpc/2012-tpc387-j.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/ehec-m/ehec-iasrtpc/4622-tpc411-j.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/ehec-m/ehec-iasrtpc/4622-tpc411-j.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/allarticles/surveillance/2307-iasr/related-articles/related-articles-423/5678-dj4236.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/allarticles/surveillance/2307-iasr/related-articles/related-articles-423/5678-dj4236.html
http://www0.nih.go.jp/niid/idsc/iasr/37/435.pdf


©農林水産省 

43 

http://www.nih.go.jp/niid/ja/iasr-sp/2251-related-
articles/related-articles-399/3520-dj3992.html （accessed 

May 30, 2016） 
・ 品川邦汎ほか. 1997. 岩手県盛岡市における対応と課題. 公衆
衛生研究. 46(2), 104-112. 

・ 品川邦汎. 2012. 生食肉による食中毒とその予防 －牛肝臓の
腸管出血性大腸菌の汚染－. 食品衛生研究, 62(10), 7-12. 

・ 消費者庁. 2011. 平成23年9月13日付け消費者庁食品表示課
長通知. 生食用食肉の表示基準の施行について.  
http://www.caa.go.jp/foods/pdf/syokuhin705.pdf （accessed 
May 30, 2016） 

・ 食品安全委員会. 2011. 微生物・ウイルス評価書. 生食用食肉
（牛肉）における腸管出血性大腸菌及びサルモネラ属菌.  
http://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya2011

0711108 （accessed May 30, 2016） 
・ 千葉県健康福祉部衛生指導課. 食中毒の発生について（第5
報）（平成28年9月14日） 
http://www.pref.chiba.lg.jp/eishi/press/2016/h2809014.html 
(accessed October 12, 2016) 

・ 東京都複飼保健局. 食中毒の発生について～羽村市内の有料
老人ホームで調理し提供された食事による食中毒～. 平成28年
9月1日 
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/hodo/saishin/presssh
okuhin160901.html （accessed October 12, 2016） 

・ （公社）日本食品衛生協会. 知ろう！防ごう！食中毒. 病原大腸
菌食中毒. 

http://www.n-shokuei.jp/eisei/sfs_index_s05.html （accessed 
May 30, 2016） 

・ 農林水産省. 2002. 家畜の生産段階における衛生管理ガイドラ
イン. 
http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku_yobo/k_haccp/ind
ex.html （accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2009. 畜産農場における飼養衛生管理向上の取
組認証基準（農場HACCP認証基準）. 
http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku_yobo/k_haccp/ind
ex.html （accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2010. 平成22年6月8日付けプレスリリース. 生食
用野菜における腸管出血性大腸菌及びサルモネラの実態調査
結果. 

http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/pdf/pres
s.pdf （accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2011a. 生鮮野菜を衛生的に保つために －栽培
から出荷までの野菜の衛生管理指針－ 
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/index.ht
ml （accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2011b. 2013年改訂. 牛肉の生産衛生管理ハンド
ブック.  

http://www.nih.go.jp/niid/ja/iasr-sp/2251-related-articles/related-articles-399/3520-dj3992.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/iasr-sp/2251-related-articles/related-articles-399/3520-dj3992.html
http://www.caa.go.jp/foods/pdf/syokuhin705.pdf
http://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya20110711108
http://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya20110711108
http://www.pref.chiba.lg.jp/eishi/press/2016/h2809014.html
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/hodo/saishin/pressshokuhin160901.html
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/hodo/saishin/pressshokuhin160901.html
http://www.n-shokuei.jp/eisei/sfs_index_s05.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku_yobo/k_haccp/index.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku_yobo/k_haccp/index.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku_yobo/k_haccp/index.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku_yobo/k_haccp/index.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/pdf/press.pdf
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/pdf/press.pdf
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/index.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/index.html


©農林水産省 

44 

http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/handbook/201108.htm
l （accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2011c. 2012年改訂. 「生食用食肉の取扱いマニュ
アル」  
http://www.maff.go.jp/j/study/gaisyoku/nama_syoku/pdf/nama
1.pdf 

・ 農林水産省. 2012a. 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会乳
肉水産食品部会資料4.  
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000023s68-
att/2r98520000023sb2.pdf （accessed January 23, 2015.） 

・ 農林水産省. 2012b. 生食用食肉の取扱いマニュアル（第2版）  
http://www.maff.go.jp/j/study/gaisyoku/nama_syoku/01.html 
（accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2015a. 食品安全に関する有害微生物の実態調査

の結果集（畜産物） 
http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/kekka/chikusan.html 
（accessed May 25, 2016） 

・ 農林水産省. 2015b. スプラウト生産における衛生管理指針. 
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/  

・ 山田わかほか. 2007. 芽物野菜等の食中毒汚染実態調査. 宮
城県保健環境センター年報第25号. 
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/210520.pdf 
（accessed May 25, 2016） 

 

http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/handbook/201108.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/handbook/201108.html
http://www.maff.go.jp/j/study/gaisyoku/nama_syoku/pdf/nama1.pdf
http://www.maff.go.jp/j/study/gaisyoku/nama_syoku/pdf/nama1.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000023s68-att/2r98520000023sb2.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000023s68-att/2r98520000023sb2.pdf
http://www.maff.go.jp/j/study/gaisyoku/nama_syoku/01.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/kekka/chikusan.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/210520.pdf
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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（細菌） 
更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 リステリア・モノサイトジェネス  

（２）分類   

① 菌種名 Listeria monocytogenes  

② 染色性 グラム陽性  

③ 酸素要求性 通性嫌気性  

④ 形状 桿菌  

⑤ 芽胞形成 形成しない。  

（３）特徴   

① 分布 動物の腸管内、土壌、河川水、下水等の環境中に広く存在する。  

② 運動性 少数の鞭毛を有し、25℃で活発に運動する。  

③ 毒素産生性 リステリオリジンO（細胞膜傷害性毒素）：リステリア・モノサイトジェ
ネスが食菌細胞内の食胞に取り込まれても、本毒素により、食胞
を破壊して食菌細胞内で増殖する。 

 

④ その他 ・ リステリア・モノサイトジェネスでは13の血清型が知られている
が、人の症例から分離されるのは、ほとんどが1/2a、1/2b及び
4bの3型である。特に日本では臨床由来株のほぼ6割を血清型
4bが占める。 

（食品安全委員会，2013） 

 

（４）発育条件   

① 温度域 0～45℃  

② pH域 5.6～9.6  

③ 水分活性 0.92以上  

（５）発育至適条件   

① 温度域 30～35℃  

② pH域 7  

③ 水分活性 0.99  

（６）分離・検査方法 ・ 食品からの分離（例） 

検体にHalf-Flaser液体培地を加え、37℃、24時間前増菌培
養する。その培養液の１白金耳を2種の分離寒天培地（ALOA培
地等の第一選択培地１種と、パルカム培地等の第二選択培地１
種）に塗沫し、規定された温度・時間で培養する。また、前増菌
培養液をFlaser液体培地に加え、37℃、48時間培養し、その培
養液１白金耳を2種の分離寒天培地に塗沫し、培養する。定型
集落を純培養し、カタラーゼ試験、CAMP試験、糖分解試験を行
い同定する。 

（厚生労働省, 2014a） 
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（７）特記 ・ 細胞内寄生菌 
・ 低温（0℃以上）でも増殖できるため、冷蔵庫等で低温保蔵中で

も菌が増殖する。 
・ 10％食塩加ブイヨン中でも発育可能である（食塩耐性）。 

 

２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食
品・摂食形態 

・ 家庭内で調理せずに消費される食品（Ready-to-Eat（RTE：調理
済み）食品）が原因食品として重要視される。 

・ 国内流通食品からの分離株の血清型は主に1/2a、1/2b及び
1/2cであるが、4bも報告されている（Okutani et al., 2004）。 

 

（２）汚染経路 ・ 動物の腸管内、土壌、河川水、下水等環境中の至るところに存
在しすべての食品原材料が汚染される可能性がある。 

・ 食品への汚染は、生産段階の家畜の常在菌叢よりも、主に製造
段階の環境中から起きると考えられている（JEMRA, 2004a）。 

 

（３）汚染実態 【国内】 

・ 家畜糞便や盲腸内容物のリステリア・モノサイトジェネス汚染率
は低い（0～25％）（Okutani et al., 2004）。 

・ 国内流通食品の汚染状況は欧米諸国と類似していた（表1）。ま

た、ほとんどの食品において汚染濃度は100 MPN/g未満であっ
た（Okutani et al., 2004）。 

・ ブロック肉よりもカット肉や挽肉の汚染率が高い。また、鶏肉の
汚染率が他の畜種の肉よりも高い（表1）（Okutani et al., 2004）。 

 

〈鶏肉〉 
○生産 
・ 2011年1～3月の調査で、地鶏21鶏群中1鶏群からリステリア・モ
ノサイトジェネスが分離された（佐々木ほか, 2013; 農林水産省, 

2015）。 
・ 2011年1～3月の調査で、ブロイラー20鶏群からリステリア・モノ
サイトジェネスは分離されなかった（農林水産省, 2015）。 

○流通 
・ 首都圏の小売店で採取した鶏肉の29％からリステリア・モノサイ
トジェネスが分離された（Ochiai et al., 2010）。 

 

〈豚肉〉 
○加工 
・ 2011年9月～2012年3月に、と畜場で採取した110頭の豚肝臓を
調査した結果、1検体（0.9％）から菌が分離された（Sasaki et al., 
2013a）。 

○流通 
・ 首都圏の小売店で採取した牛豚合挽き肉の55％、豚肉の36％
からリステリア・モノサイトジェネスが分離された（Ochiai et al., 
2010）。 

 

〈牛肉〉 
○生産 
・ 2010年12月～2011年2月の乳用牛農場における調査で、リステ
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リア・モノサイトジェネスの個体汚染率は1.2％（3/250）、農場汚
染率は12％（3/25）であった（Sasaki et al., 2013b）。2011年7～9

月に同様の調査を実施したところ、菌は分離されなかった。 
（農林水産省, 2015） 

・ 2010年12月～2011年2月に、肉用牛農場25農場（250頭）を調査
したところ、リステリア・モノサイトジェネスは分離されなかった。 

・ 2011年度に、肉用牛農場25農場（250頭）を調査したところ、肉用
牛農場のリステリア・モノサイトジェネス保有率は4％（1/25）、肉
用牛のリステリア・モノサイトジェネス保有率は0.4％（1/250）でし
た。 

（農林水産省, 2015） 
○流通 
・ 首都圏の小売店で採取した牛肉の15.5％からリステリア・モノサ
イトジェネスが分離された（Ochiai et al., 2010）。 

 

【海外】 
・ EUでは、一部の加盟国が家畜（鶏、豚、牛、羊等）のリステリア・
モノサイトジェネス保有率を調査し、EFSAが結果を公表している
（p.164）（表2）（EFSA, 2010）。 

・ EUでは、一部の加盟国が加工施設又は小売店においてRTE食
品のリステリア・モノサイトジェネス汚染率を調査し、EFSAが結果
を公表している（表3）（EFSA and ECDC, 2015）。 

・ 小売段階の挽肉のリステリア・モノサイトジェネス汚染率に関す
るEU内の文献によると、牛挽肉の汚染率は10.9％又は4.7％～
16％、豚挽肉は12％、鶏挽肉は36.1％又は12～60％である
（EFSA, 2014）。 

 

・ カナダでは、2009～2010年に小売段階のカット葉物野菜のリス
テリア・モノサイトジェネス汚染率を調査し、その結果は0.4％
（7/1850）であった（CFIA, a）。 

（４）殺菌・滅菌・失活
条件 

・ 通常の加熱調理条件で死滅（70℃以上で急激に死滅）。 
・ D値※：56秒（65℃、牛肉）（Mackey et al., 1990） 

※ある条件において菌数を1/10に減少させるために必要な時間 

 

３ 食中毒の特徴   

（１）分類・機序 感染型  

（２）潜伏期間 1日～3か月間と広範囲にわたる。  

（３）症状 ・ 非侵襲性 
「発熱を伴う胃腸炎」と呼ばれ、短い潜伏期間（24時間以内）

の後、下痢、発熱、頭痛、筋肉痛がみられる。 
・ 侵襲性 

「リステリア症」と呼ばれ、髄膜炎、菌血症や中枢神経系症状
を起こす。リステリア症の死亡率は20～30％と高く、患者の免疫
状態等に影響を受ける。妊婦が感染した場合には、死産・流産・
敗血症などの症状が出る場合がある。 

（JEMRA, 2004a） 
・ 健康な人では無症状で経過することが多いが、易感受性の者
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（高齢者、幼児、妊婦、免疫不全の患者）はリステリア症を発症
しやすい。 

（JEMRA, 2004a） 

（４）有症期間 数日間～数週間  

（５）予後 侵襲性の場合には後遺症をもたらすことがある。  

（６）発症に必要な菌数 一般的には食中毒事例における食品中の菌数は103個/gを超えて
いるが、それ以下でも発生しているケースがある。 

（JEMRA, 2004b） 

 

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   

① 実報告数 食中毒統計ではリステリア・モノサイトジェネスによる食中毒の報告
はないが、非侵襲性リステリア感染症の集団事例が1例、論文報
告されている。 

（厚生労働省, 2014b; Makino et al., 2005） 

 

② 推定数 リステリア症年間患者数は100万人当たり1.00～1.60人程度と推定
された。なお、患者の3/4以上が高齢者であると推定された。 

（山根ほか, 2012） 

 

（２）海外   

① 実報告数 【EU】 
・ リステリア症の発症者数（2013年）は1,763人（前年比8.6％増）と
報告されている（EFSA and ECDC, 2015）。 

 

② 推定数 【米国】 
・  年間の発症者約2500人、死者約500人と推定されている
（FDA/USDA, 2003）。 

・ リステリア食中毒患者数（2013年）は、10万人当たり0.24人と算

出された（CDC, 2015）。 

 

５ 主な食中毒事例   

（１）国内 2001年3月、北海道において、ナチュラルチーズが原因の食中毒が
発生した（患者数38名）。 

（Makino et al., 2005） 

 

（２）海外 ・ 2011年、米国において、カンタロープメロンの喫食による食中毒
が発生した（患者数147名、死者33名）。梱包施設で汚染し、冷
蔵庫で増殖した可能性が指摘されている。 

（CDC, 2012; FDA, 2011） 
・ 欧米諸国では、様々な種類のRTE食品を原因とする食中毒事例
が報告されている。 

 

６ 食中毒低減のための

措置・取組 
  

（１）国内 【厚生労働省】 
・ 「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令」及び「食品、添加
物等の規格基準」の一部が改正され、ナチュラルチーズ（ソフト
及びセミハードのものに限る。）及び非加熱食肉製品についてリ
ステリア・モノサイトジェネスの成分規格（100cfu※/g）が設定され
た。また、製造者向けパンフレットにより、規格を守るための管理
について情報提供している（厚生労働省, 2014c; 厚生労働省, 
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2014d）。 
※colony forming unit の頭文字を取ったもの。単一の細胞から形成され
た個々のコロニー（細胞が培地上で目に見える大きさまで円形に集まっ
たもの）の数で示されるもの。円形状のコロニーが得られるよう、試料の
懸濁液を適切な濃度に希釈して検査する。 

  cfu/gは、1gの試料に何個の細胞が含まれているかを示す単位。 

・ 米国における冷凍野菜及び果実の自主回収事案（2016年）を踏
まえ、検疫所において輸入される冷凍野菜等（加熱せずに食さ
れるもの）に対するモニタリング検査を実施。検査の結果、リステ
リア・モノサイトジェネスが100cfu/gを超えて検出された場合は、
食品衛生法第6条第3号に違反すると取扱うこととした（厚生労働
省, 2016）。 

・ 「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」、「と畜場
法」により、リステリア症罹患動物が食肉として流通することを防
止している。 

・ 「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令」により、リステリア・
モノサイトジェネスを乳及び乳製品の総合衛生管理製造過程に
おける危害要因と定めている。 

・ 「食品衛生法」により、リステリア・モノサイトジェネスを清涼飲料
水の総合衛生管理製造過程における危害要因と定めている。 

・ 消費者向けのパンフレットで、妊娠中に避けた方が良い食べ物
を例示し、食べる前の加熱を促すことでリステリア食中毒につい
て注意喚起している（厚生労働省, 2008）。 

・ ウェブサイトで、家庭でのリステリアによる食中毒の予防方法を
紹介している。 
 生野菜や果物などは食べる前によく洗う。 
 期限内に食べるようにする。 

 開封後は、期限に関わらず速やかに消費する。 
 冷蔵庫を過信しない。 
 冷凍庫で保存する。 
 加熱してから食べる。 

（厚生労働省, 2014e） 

（２）海外 【Codex】 
・ 「調理済み食品中のリステリア・モノサイトジェネスの管理のため
のガイドライン」を公表した。構成は以下のとおり。 
（内容） 
 一次生産から消費にいたるまでの、調理済み食品中のリス

テリア・モノサイトジェネス汚染や増殖を最小限に抑えるた
めの管理措置（本文） 

 加工区域の環境モニタリングプログラムに関する推奨事項

（付属文書Ⅰ） 
 微生物規格（付属文書Ⅱ） 
 環境モニタリング及び工程管理の検証に使用する微生物

学的試験に関する推奨事項（付属文書Ⅲ） 
（Codex, 2007） 

【英国】 
・ 消費者教育や食品製造業者向け対策を盛り込んだ、リステリア・
モノサイトジェネスのリスク管理プログラムを公表した。 
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（FSA, 2010） 
・ 被害を受けやすい人（入院患者、高齢者等）に食事を提供してい

る医療施設や介護施設向けに、リステリア症に関するガイダンス
を公表した。 

（FSA, 2016） 

【米国】 

・ 消費者教育や食品製造業者向け対策等により、2005年末まで
にリステリア・モノサイトジェネス食中毒患者数を1996年の数値
から半減（10万人当たり0.5人→0.25人）させるというリステリア行
動計画を2003年に公表した。その後の調査で、2005年の患者数
は10万人当たり0.28人であった。 

（FDA, 2013; Silk et al., 2012） 
・ 殺菌後に環境に暴露される調理済み肉製品のリステリア・モノサ
イトジェネス管理ガイドラインを公表した。 

（USDA-FSIS, 2014a） 
・ 総菜店におけるリステリア・モノサイトジェネスの管理のガイダン
スを公表した。 

（USDA-FSIS, 2014b） 
・ FDA食品安全強化法の農産物の安全性に関する最終規則を

2015年に公表。その中で堆肥中のリステリア・モノサイトジェネス
等の微生物基準を規定。また、スプラウトの生産、収穫、梱包及
び保管環境に関するリステリア属菌又はリステリア・モノサイトジ
ェネスの検査を要求。 

（FDA, 2016） 
【カナダ】 
・ Policy on Listeria monocytogenes in Ready-to-Eat Foodsを2004

年に公表。2011年には、微生物規格、菌が増殖する／しない食
品の分類、環境モニタリングプログラム、殺菌後処理（post-
lethal treatment）や増殖阻害物質の使用等の内容を更新。 

（Heath Canada, 2011） 
【その他】 
・ 各国等において、調理済み食品に対し、リステリア・モノサイトジ
ェネスの微生物規格が設定されている。 

（CFIA, b; EU, 2005; FSANZ） 

７ リスク評価事例   

（１）国内 【食品安全委員会】 
・ 食品中のリステリア・モノサイトジェネス（対象は侵襲性症状、

RTE食品） 

喫食時のRTE食品の汚染菌数が10,000個/g以下であれば、
発症リスクは健常者集団に限定すれば極めて低いレベルと考え
られた。また、患者数を減少させるには非常に高い菌数
（1,000,000個/g）で汚染された食品の発生率を抑えることが必要
と考えられた。 

（食品安全委員会, 2013） 

 

（２）海外 【JEMRA】 
・ Risk assessment of Listeria monocytogenes in ready-to-eat 

foods. 
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リステリア症の多くの事例は、高菌量の摂取によるもの、ま
た、微生物基準（0.04又は100 cfu/g）を超過している食品による

ものであることが示された。RTE食品の特性や冷蔵時間による
が、リステリアの増殖によりリステリア症のリスクが100～1000倍
になると考えられ、汚染率・濃度の低減対策によりリステリア症
の低減が見込めるとした。 

（JEMRA, 2004b） 
【米国】 
・ Quantitative assessment of relative risk to public health from 

foodborne Listeria monocytogenes among selected categories of 
ready-to-eat foods. 
消費者への暴露に影響する5つの要因として、①RTE食品の

摂取量や頻度、②RTE食品における菌の汚染率・汚染レベル、
③冷蔵下における食品内での菌の増殖のしやすさ、④冷蔵保存

温度、⑤喫食前の冷蔵保存期間、が挙げられた。 
また、23の食品群について、「1食当たりの発症リスク」及び

「年単位のリスク」の2要素により、リスクの高さを5段階に分類し
た。 

（FDA/USDA, 2003） 

８ 今後必要とされるデー

タ 

○食品全般（農畜水産物製品） 
・ 食中毒原因食品を推定するための基礎データ 
○農産物 
・ ほ場環境から野菜可食部への移行データ 
・ ほ場及び野菜加工施設における汚染実態 
○畜産物 
・ 農場及び加工施設における汚染実態や汚染経路 

 

９ その他参考となる情報 ・ 食品の低温流通による他の微生物の増殖抑制と、食品の長期
保存により、相対的にリステリアによる食中毒が発生する可能性
が高まりつつあると考えられる。 

・ 食鳥処理場で採取された鶏肉からの菌分離率は、各処理日の
最初の処理群由来のものの方が、その直後の処理群由来のも
のよりも高かった。また、盲腸内容物と鶏肉から分離された菌の
血清型が異なっていたことから、鶏肉汚染は処理場内で維持・
増殖した菌が原因であると考えられた。 

（Sasaki et al., 2014; 農林水産省, 2015） 
・ スモークサーモンを製造する1工場で、製品やスライサー、床等
から菌が分離された（中村と西川, 2006）。 

・ 一夜漬け製品を製造する2工場で、製品や環境拭き取り試料
（漬け込み冷蔵室の床や排水マス、充填機）から菌が分離され

た（佐藤ほか, 2005）。 
・ 様々な食品製造施設における汚染源調査の結果、リステリア・
モノサイトジェネスが高頻度で検出されるのは、ダイサーやスラ
イサー、包装機等の機器である（中村, 2015）。 

・ 野生イノシシ121頭及び野生シカ128頭の盲腸内容物を調べた結
果、リステリア・モノサイトジェネスはそれぞれ0頭、7頭(6.1％)か
ら分離された（Sasaki et al., 2013c）。 
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表1 食品等のリステリア・モノサイトジェネス汚染状況 

動物種等 品目 検体総数 陽性検体数 陽性率(%) 

牛 枝肉 4,231 217 5.1 

薄切り肉 378 101 27  

挽肉 49 11 22  

豚 枝肉 4,421 355 8.0 

薄切り肉 397 128 32  

挽肉 104 20 19  

鶏 屠鳥 331 49 15  

薄切り肉 350 140 40  

挽肉 53 22 42  

魚介類 生鮮魚介類 2,659 41 1.5 

加工魚介類 526 21 4.0 

ヒト 健常人便 2,970 38 1.3 

食肉処理業者便 265 4 1.5 

RTE食品 総菜 613 6 1.0 

弁当 141 1 0.7 

加工肉 64 0 0  

肉製品 148 10 6.8 

加工野菜 386 1 0.3 

ナチュラルチーズ（国産） 1,075 0 0  

ナチュラルチーズ（輸入） 1,387 33 2.4 

 

 

表2 EU加盟国における家畜個体のリステリア・モノサイトジェネス保有率（2008年）     (%) 

畜種 ﾄﾞｲﾂ ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ ｲﾀﾘｱ ｵﾗﾝﾀﾞ 

鶏 1.2※ 0  0 ※ 0※ 

豚 0.7※ 0  6.5※ 0  

牛 9.4  0.5 0.7※ 0  

羊 15.8※ 0.8 0  0  
※家畜群の保有率 

 

表3 EU加盟国の加工施設又は小売店におけるRTE食品のリステリア・モノサイトジェネス汚染状

況（2013年）                                  

品目 
（RTE食品） 

定性試験 定量試験 

検体数 汚染率(%) 検体数 
高濃度汚染率(%) 
（>100 cfu/g） 

牛肉製品 2,575 2.3 1,023 0.9 

豚肉製品 36,511 3.4 19,926 0.4 

鶏肉製品 5,275 1.6 2,479 1.0 

水産製品 1,649 1.6 720 0.6 

サラダ 5,312 4.0 3,370 0.1 

野菜・果物（カット
製品含む） 

5,106 1.4 2,494 0.4 
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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（ウイルス） 
更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 E型肝炎ウイルス  

（２）分類   

① ウイルス名 Hepatitis E virus  

へペウイルス科へペウイルス属  

② ゲノム プラス一本鎖RNA  

③ 形状 小型球形  

（３）特徴   

① 分布 ・ ヒトの肝細胞で増殖し、胆管を通って糞便とともに環境中に排出
される。下水を介して河川水や沿岸海水、土壌を汚染する。 

・ ブタ、イノシシ、シカ等の動物から分離される。 
・ 発展途上国では、常在しており繰り返して感染症の流行が見ら
れる。洪水等により飲料水が汚染された場合には広域な集団発
生が起きることがある。 

（国立感染症研究所, 2014） 

 

② 遺伝子型 ・ 遺伝子型は4つ（G1～G4）である。 
・ 日本の患者から検出されるウイルス型は、G3又はG4が多く、G2
の報告はない。 

・ G3及びG4は、ブタやイノシシにも感染することが明らかになって

いる。 
(国立感染症研究所, 2014) 

 

③ その他 ・ 血清型は1つである。 

（国立感染症研究所, 2014） 
・ 環境中及び食品中では増殖しないが、感染力を保ったまま残存
する。 

（EFSA, 2011） 

 

（４）分離・検査方法 ○食品及び糞便（例） 
・ RT-PCR法で遺伝子を確認する。 

（厚生労働省） 
○血清（例） 
・ 抗E型肝炎ウイルス抗体を確認する。 

（国立感染症研究所, 2014） 

 

（５）特記 －  

２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食

品・摂食形態 

・ E型肝炎ウイルスに汚染されたブタ、イノシシ、シカ等の食肉及び
肝臓を生食又は加熱不十分な状態で摂食 

・ 汚染された水の摂取 
・ 2005～2013年11月に報告されたE型肝炎感染例で、推定感染
経路の記載があった国内250例中、豚肉は88例（35％）。 
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（国立感染症研究所, 2014） 

（２）汚染経路 感染者の糞便とともに環境中に排出される。下水を介して河川水

が汚染される可能性がある。 

 

（３）汚染実態 【国内】 
○生産 
・  動物の抗体保有率は、ブタ（97％ , 30/31 ）、ウシ（6.5％ , 

26/400）、イノシシ（46％, 77/167：地域間で大きな差がある）、シ
カ（0％, 0/120）、ウマ（1％, 1/100）であった。 

（宮村, 2004） 
・ 2000－2002年に25農場におけるブタの出荷前（6か月齢）の抗体
保有率は90％(226/250)であったが、同検体の血清中からはウ
イルス遺伝子は検出されなかった。 

（Takahashi et al., 2003） 
・ 2011年9月－2012年3月にと畜場で採取した110頭のブタの肝臓

について、ウイルス遺伝子の検出を行ったが、すべて陰性であっ
た。 

（Sasaki et al., 2013） 

・ 2012年3月－2013年1月に熊本県で捕獲されたイノシシ31頭（筋
肉30検体、肝臓23検体及び血液22検体）、シカ2頭（筋肉2検体、
肝臓2検体）及びと畜場で処理されたブタ305頭（肝臓80検体、血
液225検体）について、ウイルス遺伝子の検出を行ったところ、イ
ノシシ及びシカからは検出されなかったが、ブタでは3頭（1％、肝
臓2検体、血液1検体）から遺伝子が検出された。 

（野田, 2013） 

 

○流通 

・ 市販されているブタの生レバーについて、ウイルス遺伝子の検
出を行ったところ、1.9％(7/363)から遺伝子が検出された。 

（Yazaki et al., 2003） 

 

【海外】 
○生産 
・ 2005年－2008年、ドイツの野生のイノシシの肝臓を検査したとこ
ろ、14.9％（22/149）からウイルス遺伝子が検出された。 

（Schielke et al., 2009） 

 

○加工 
・ 2010年にチェコ共和国、スペイン、イタリアのと畜場でブタ113頭

を調査したところ、糞便の27％（30/113）、肝臓の4％（5/112）、
豚肉（舌）の3％（3/112）からウイルス遺伝子が検出された。 

（Bartolo et al., 2012） 

 

（４）失活条件 85℃以上で少なくとも1分間  

３ 食中毒の特徴   

（１）機序 感染型  

（２）潜伏期間 12～50日間（平均6週間）  
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（３）症状 ・ 倦怠感、黄疸、悪心、食欲不振、腹痛、褐色尿等が見られる。 
・ 感染していても、症状が現れない場合が多く、日本人の抗体保

有率は5.2％と報告されている。 
(Li et al., 2000) 

 

（４）有症期間 約1か月  

（５）予後 ・ 免疫不全状態にある患者のE型肝炎感染が慢性感染を引き起
こすことがある。 

（国立感染症研究所, 2014） 
・ 妊婦で劇症肝炎の割合が高く、劇症化した場合には死亡率が

20％にも達することがある。 
（国立感染症研究所, 2004） 

 

（６）発症に必要なウイ

ルス量 

－  

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   

① 実報告数 ・ E型肝炎（食品媒介性以外も含む。）の発生状況 
（国立感染症研究所「病原微生物検出情報」より抜粋） 

年 2011 2012 2013 2014 2015 

報告数（人） 61 121 127 151 212 

 

・ 感染症法の4類感染症として報告されているE型肝炎の患者数
（食品媒介性以外も含む。）は、年間50名前後で推移してきた
が、2012年から年間100例を超えている。 

（国立感染症研究所, 2014） 
・ 2016年第39週時点の累積症例数は304例。 

（国立感染症研究所, 2016） 

 

② 推定数 －  

（２）海外   

① 実報告数 －  

② 推定数 ・ 世界では毎年2000万人以上が感染しており（食品媒介性以外も
含む。）、そのうち330万人が急性症状を呈し、56,600人が死亡す
ると予測されている。 

（WHO, 2015） 

 

５ 主な食中毒事例   

（１）国内 ・ 2003年に兵庫県で冷凍生シカ肉を原因とする患者4名の食中毒
が発生。 

(国立感染症研究所, 2005a) 
・ 2005年に福岡県で野生イノシシ肉（焼肉）を原因とする患者数1
名の食中毒が発生。 

(国立感染症研究所, 2005b) 

 

（２）海外 ・ フランスで、加熱不十分の豚肉を喫食した4週後に、E型肝炎ウ
イルスによる黄疸を呈した患者数2名の食中毒が発生。 

（WHO, 2010） 
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６ 食中毒低減のための

措置・取組 

  

（１）国内 【農林水産省】 
・ 食中毒をおこす細菌やウイルス、寄生虫について、食中毒の症
状や原因食品、予防のポイントをまとめた、「食中毒をおこす細
菌・ウイルス・寄生虫図鑑」を更新した。（農林水産省, 2015） 

 
【厚生労働省】 
・ 「食肉を介するE型肝炎ウイルス感染事例について（E型肝炎Ｑ
＆Ａ）」を公表し、正しい知識と予防対策を普及。 
〈主な予防方法〉 
 E型肝炎ウイルスの感染経路は経口感染であり、ウイルス

に汚染された食物、水の摂取により罹患することが多いの
で、予防には手洗い、飲食物の加熱が重要である。 

 E型肝炎流行地域へ旅行する際は、清潔の保証がない飲
料水（氷入り清涼飲料を含む）、非加熱の貝類、自分自身
で皮をむかない非調理の果物・野菜をとらないように注意
する必要がある。 

（厚生労働省, 2003） 
・ 「野生鳥獣肉の衛生管理に関する指針（ガイドライン）」では、野
生鳥獣肉は十分に加熱調理（中心部の温度が75℃で1分間以
上）して喫食することとしている。 

（厚生労働省, 2014） 
・ 2015年6月から、「食品衛生法」に基づき、豚の食肉（内臓を含
む。）の生食用としての販売・提供を禁止した。 

（厚生労働省, 2015） 

 

（２）海外 【Codex】 
・ 食品中のウイルスの制御のための食品衛生一般原則の適用に
関するガイドラインを公表した。 

（Codex, 2012） 

 

７ リスク評価事例   

（１）国内 【食品安全委員会】 
・ 豚の食肉の生食に係る食品健康影響評価 

豚の食肉は、食肉内部までE型肝炎や寄生虫などの危害要
因に汚染されていると考えられ、豚の食肉の生食に起因すると
推定されるE型肝炎患者及び細菌による食中毒事例が発生して
いることから、「豚の食肉は、飲食に供する際に加熱を要するも
のとして販売の用に供さなければならない」とする規制の導入は

妥当。 
（食品安全委員会, 2015） 

 

（２）海外 【JEMRA】 
・ Viruses in Food: scientific advice to support risk management. 

E型肝炎は衛生条件の悪い地域で発生が多いとされていた
が、最近では先進国でも海外渡航が原因ではない発生が増加し
ている。妊娠した女性では症状が重く、致死率が高くなる傾向が
ある。生又は加熱不十分な肉の喫食による食中毒が報告されて
いる（p.7）。 
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E型肝炎ウイルスによる食中毒を低減するには、下水を定期
的にモニタリングし、生産段階で食品が汚染される可能性を把

握することが重要である（p.41）。また、感染者が食品を扱うと感
染拡大する可能性に関する認識の向上、食品中のウイルスの
検出法の改良や標準化、大規模食中毒の初期段階でのサーベ
イランスの強化、消費者へのE型肝炎ウイルスによる食中毒のリ
スクに関する情報提供等が必要である（p.42）。 

(JEMRA, 2008) 

 

【EU】 
・ Scientific Opinion on an update on the present knowledge on the 

occurrence and control of foodborne viruses. 
急性肝炎を発症した場合の致死率は1～5％と低いものの、妊

婦では25％と非常に高い。と畜時点でE型肝炎ウイルスを検出

するのは現状不可能であるため、低減対策としては十分な加熱
のみが考えられる。本評価書では70℃、10分又は95℃、１分の
加熱で十分であると言及されている。（p.30）リスク推定のため
に、食品やレゼルボア（人獣共通感染症とも考えられている。）
中の汚染濃度や用量反応関係のデータが必要である。（p.65） 

（EFSA, 2011） 

８ 今後必要とされるデー

タ 

・ 豚肉及び内臓の汚染状況 
・ 発症に必要なウイルス量 
・ 各種対策の効果やコスト 

 

９ その他参考となる情報 ・ イングランド、ウェールズをはじめとするヨーロッパ全土で、ブタの
生体、豚肉製品、ブタと接触した人から、酷似したG3型のE型肝
炎ウイルスが検出された。 

（野田, 2013） 
・ 2005年～2013年11月に報告された626例のうち、250例に推定
感染経路の記載があった。内訳は、ブタ（食肉、レバー）88例、イ
ノシシ60例、シカ33例、ウマ10例、貝11例等であった。 

（国立感染症研究所, 2014b） 
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http://www0.nih.go.jp/niid/idsc/iasr/35/407j.pdf
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http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/foodpoisoning/f_encyclopedia/index.html
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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（ウイルス） 
更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 A型肝炎ウイルス  

（２）分類   

① ウイルス名 Hepatitis A virus  

ピコルナウイルス科ヘパトウイルス属  

② 遺伝子 プラス一本鎖RNA  

③ 形状 正20面体  

（３）特徴   

① 分布 ・ ヒトの肝細胞で増殖し、胆管を通って糞便とともに環境中に排出
される。下水を介して河川水や沿岸海水、土壌を汚染する。 

 

② 遺伝子型 ・ 遺伝子型は6つ（Ⅰ～Ⅵ）である。 
・ 人から検出されたものは3つ（Ⅰ～Ⅲ）である。Ⅰ、ⅡはA、Bの、
ⅢはA～Cの遺伝子亜型に分けられる。 

・ 世界で最も流行しているのはIA型である。 
(Wang et al., 2013) 

 

③ その他 ・ 血清型は1つである。 
・ 耐酸性である。 
・ 培養細胞で増殖可能である。 
・ 環境中及び食品中では増殖できないが、感染力を保ったまま残

存する。 
（EFSA, 2011） 

 

（４）分離・検査方法 ○食品及び糞便（例） 

・ RT-PCR法で遺伝子を確認する。 
○血清（例） 
・ 抗A型肝炎ウイルス抗体を確認する。 

（厚生労働省; 厚生労働省, 2009; 国立感染症研究所, 2004） 

 

（５）特記 －  

２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食

品・摂食形態 

・ 多くは生又は加熱不十分な魚介類（特に貝）によるものである。 
(国立感染症研究所, 2002a) 

・ 2010年3月に報告数が急増し、3月末で100例程度が報告され、

経口感染が疑われた症例の約半分がカキを摂食していた。 
（国立感染症研究所, 2010a） 

・ 2014年にA型肝炎の報告数44名のうち40名は経口感染であるこ
とが推定され、そのうち15名は生カキを喫食していた。 

（国立感染症研究所, 2014） 
・ 汚染された食品及び飲料水を介する集団発生が報告されてい
る。 

（国立感染症研究所, 2015） 
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（２）汚染経路 ・ 感染者の糞便中に排出されたウイルスが経口摂取されることで
感染が広がる。 

（国立感染症研究所, 2015） 

 

（３）汚染実態 【国内】 
・ 2006～2010年に、市販の国産生食用カキ89ロットを調査した結
果、A型肝炎ウイルス遺伝子は検出されなかった。 

（入谷ほか, 2010） 
・ 2010～2012年に、市販の国産生食用カキ26ロットを調査した結
果、A型肝炎ウイルス遺伝子は検出されなかった。 
（平成22～24年度厚生労働科学研究費補助金食品の安全確保

推進研究事業, 2013） 

 

（４）失活条件 85℃以上で少なくとも1分間  

３ 食中毒の特徴   

（１）機序 感染型  

（２）潜伏期間 2～6週間  

（３）症状 ・ 感染後約１か月間の潜伏期間を経て、発熱、嘔吐、黄疸、肝腫
大、濃色尿、灰白色便等の症状を呈する。 

・ 5歳以下の小児は約90％が不顕性感染であるが、年齢とともに
顕性感染の割合が増える。 

・ 発症した場合、加齢とともに重症化（劇症肝炎、死亡）する傾向
にある。 

（国立感染症研究所, 2010b） 

 

（４）有症期間 ・ 1～2か月 
・ ウイルスの排泄は発症後77日目まで観察された事例がある。 

（国立感染症研究所, 2002b） 

 

（５）予後 ・ 一般に予後良好で慢性化することはないが、回復までに数ヶ月
かかることがある。 

（国立感染症研究所, 2010b） 

 

（６）発症に必要なウイ

ルス量 

－  

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   

① 報告数 ・ A型肝炎発生状況（食品媒介性以外も含む。） 
（国立感染症研究所「感染症発生動向調査」より抜粋） 

年 2011 2012 2013 2014 2015 

報告数（人） 176 157 128 432 242 

 

・ 感染症法の4類感染症として報告されているA型肝炎の患者数
（食品媒介性以外も含む。）は、年間150名前後で推移してきた
が、2014年は例年を超える報告数となっている。 

（国立感染症研究所, 2014） 
・ 2010年～2014年第48週に報告された患者報告数（1,229例、食
品媒介性以外も含む。）のうち、推定感染地が国内であったもの
は81％（990例）、国外であったものは19％（228例）であった。ま
た、80％（987例）は経口感染が疑われ、うち405例は推定原因
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食がカキやその他魚介類であり、残り486例は不明であった。 
（国立感染症研究所, 2015） 

② 推定数 －  

（２）海外   

① 報告数 【米国】 
・ A型肝炎発生状況（食品媒介性以外も含む。） 

年 2009 2010 2011 2012 2013 

報告数（人） 1,987 1,670 1,398 1,562 1,781 

（CDC, 2015） 
・ 2013年のA型肝炎（食品媒介性以外も含む。）による死者数は80
名である。 

（CDC, 2015） 

 

② 推定数 【米国】 

・ 2012年のA型肝炎（食品媒介性以外も含む。）の推定発生数は
3,473名である。 

（CDC, 2015） 

 

５ 主な食中毒事例   

（１）国内 ・ 2000年～2011年にかけて、飲食店（寿司店等）を原因施設とす
る、患者数5～44名の食中毒が発生している（表1）。 

 

（２）海外 【米国】 
・ 2016年、フィリピン産の冷凍貝柱（イタヤ貝）の生食が原因と疑
われるアウトブレイクが発生。 

（FDA） 
・ 2016年、エジプト産の冷凍イチゴを使用したスムージーが原因と
疑われるアウトブレイクが発生。 

（CDC） 

【EU】 
・  2010年から2011年にかけて、欧州疾病予防管理センター
（ECDC）に複数国にわたるアウトブレイクが3件報告されており、

うち2件は乾燥トマト、1件はベリー類が原因であった。 
（Gossner & Severi, 2014） 

 

６ 食中毒低減のための

措置・取組 

  

（１）国内 【農林水産省】 
・ 食中毒をおこす細菌やウイルス、寄生虫について、食中毒の症
状や原因食品、予防のポイントをまとめた、「食中毒をおこす細
菌・ウイルス・寄生虫図鑑」を更新した。（農林水産省, 2015） 

 
【厚生労働省】 
・ 都道府県等に対し、食品等事業者への食品媒介性A型肝炎ウ
イルス対策の周知・注意喚起の徹底について通知を発出した。 

（厚生労働省, 2014） 
・ 都道府県等に対し、食品媒介性A型肝炎ウイルス対策について
通知を発出した。 
〈主な内容〉 
 食品の取扱いに際しては入念な手洗い等の衛生管理を徹
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底する必要があることを広く普及すること。 
 感冒様又は消化器様症状を初期症状とする患者発生時に

は、食品を媒介するA型肝炎ウイルスの関与も念頭におい
て調査すること。 

 A型肝炎ワクチンの有効性について、特に、食品取扱者に
対する普及を行うこと。 

（厚生労働省, 1997） 

（２）海外 【Codex】 
・ 食品中のウイルスの制御のための食品衛生一般原則の適用に
関するガイドラインを公表した。 

（Codex, 2012） 
【FAO】 
・ FAO EMPRESはsemi-dried food（乾燥トマト、レーズン等）の製
造段階におけるA型肝炎ウイルスの汚染低減方法を紹介した。 

〈主な内容〉 
 製造プラントに入る前に手を洗い、手袋を適切に使用するこ

と。 
 ウイルスを失活させるため、90℃以上で90秒以上の熱処理

を行うか、70℃以上で15分以上の低温殺菌を行うこと。 
（FAO, 2011） 

【米国】 
・ 米国内で食品媒介性A型肝炎アウトブレイクの発生は比較的珍
しいため、食品産業の従業員はA型肝炎ウイルスのワクチンを
ルーチンとして接種する必要はないとしている。 

（CDC, 2016） 
・ A型肝炎ウイルス等の熱に強いハザードを考慮し、食品に用い

る水は85℃で1分以上の加熱処理が必要等のガイダンスを公表
した。 

（FDA, 2010） 

 

７ リスク評価事例   

（１）国内 －  

（２）海外 【JEMRA】 
・ Viruses in Food: scientific advice to support risk management. 

A型肝炎の発生頻度は国によって異なる。途上国では幼少期
に感染し、成人期には免疫を有していることが多い。先進国では
A型肝炎の発生は少ない。幼少期に感染しても無症状であるこ
とが多いが、年齢が高くなるにつれて症状が重くなる（p.6）。  
A型肝炎ウイルスによる食中毒を低減するには、下水を定期的

にモニタリングし、生産段階で食品が汚染される可能性を把握す
ることが重要である（p.41）。また、感染者が食品を扱うと感染拡
大する可能性に関する認識の向上、食品中のウイルスの検出
法の改良や標準化、大規模食中毒の初期段階でのサーベイラ
ンスの強化、消費者へのA型肝炎ウイルスによる食中毒のリスク
に関する情報提供等が必要である（p.42）。 

 (JEMRA, 2008) 
【EU】 
・ Scientific Opinion on an update on the present knowledge on the 
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occurrence and control of foodborne viruses. 
生産段階における二枚貝及び生野菜の汚染低減により、食

中毒を効果的に減らすことができる（p.41）。収穫以降においては
十分な加熱以外にリスクを減らす有効な方法はない。なお、A型
肝炎ウイルスに関するデータが不十分であり、食品媒介性と証
明できないケースが多い(p.42)。 

（EFSA, 2011） 

８ 今後必要とされるデー

タ 

・ 食品の汚染状況 
・ 発症に必要なウイルス量 

 

９ その他参考となる情報 【国内】 
・ 下水整備によりA型肝炎の発生は激減したが、海外旅行者や輸
入食品（海産物）を原因とする発生が見られる。 

・ 発生が減少したことに伴い、50歳以下での抗体陰性者が多く、
感染しやすい状況になっている。 

・ 予防対策としてホルマリン不活化ワクチンが市販されている。 
（国立感染症研究所, 2004） 

・ ウイルス遺伝子の塩基配列解析まで行った2014年の159例のう

ち、宮城県から鹿児島県までの広範囲で検出されたIA型ウイル
スによる103例は、塩基配列がほぼ同一であり、共通の感染源
による可能性が疑われている。 

（国立感染症研究所, 2015） 

 

10 参考文献 ・ CDC. 2015. Surveillance for Viral Hepatitis – United States, 
2013.  
http://www.cdc.gov/hepatitis/statistics/2013surveillance/inde
x.htm (accessed May 30, 2016) 

・ CDC. 2016. Hepatitis A Questions and Answers for Health 

Professionals.  
http://www.cdc.gov/hepatitis/hav/havfaq.htm  （accessed 
Aug. 16, 2016） 

・ CDC. August 2016-Multistate outbreak of hepatitis A linked to 
frozen strawberries.  
http://www.cdc.gov/hepatitis/outbreaks/2016/hav-strawberrie
s.htm （accessed October 12, 2016） 

・ Codex. 2012. Guidelines on the application of general principles 
of food hygiene to the control of viruses in food. CAC/GL 
79-2012. 
http://www.codexalimentarius.org/standards/list-of-standards
/en/?no_cache=1 (accessed May 30, 2016) 

・ EFSA. 2011. Scientific Opinion on an update on the present 
knowledge on the occurrence and control of foodborne viruses. 
EFSA J., 9(7) 
http://www.efsa.europa.eu/en/efsajournal/pub/2190.htm 
(accessed May 30, 2016)  

・ FAO. 2011. Prevention and control of Hepatitis A Virus (HAV) 
and Norovirus (NoV) in ready-to-eat semi-dried products. 
http://www.fao.org/food/food-safety-quality/a-z-index/norovi
rus/en/ (accessed May 30, 2016) 

 

http://www.cdc.gov/hepatitis/statistics/2013surveillance/index.htm
http://www.cdc.gov/hepatitis/statistics/2013surveillance/index.htm
http://www.cdc.gov/hepatitis/hav/havfaq.htm
http://www.cdc.gov/hepatitis/outbreaks/2016/hav-strawberries.htm
http://www.cdc.gov/hepatitis/outbreaks/2016/hav-strawberries.htm
http://www.codexalimentarius.org/standards/list-of-standards/en/?no_cache=1
http://www.codexalimentarius.org/standards/list-of-standards/en/?no_cache=1
http://www.efsa.europa.eu/en/efsajournal/pub/2190.htm
http://www.fao.org/food/food-safety-quality/a-z-index/norovirus/en/
http://www.fao.org/food/food-safety-quality/a-z-index/norovirus/en/


©農林水産省 

70 

・ FDA. FDA Investigates Outbreak of Hepatitis A Illnesses Linked 
to Raw Scallops. 

http://www.fda.gov/Food/RecallsOutbreaksEmergencies/Outbr
eaks/ucm517289.htm （accessed October 7, 2016） 

・ FDA. 2010. Guidance for Industry: Use of Water by Food 
Manufacturers in Areas Subject to a Boil-Water Advisory.  
http://www.fda.gov/RegulatoryInformation/Guidances/ucm211
373.htm (accessed Aug. 16, 2016) 

・ Gossner C.M. & Severi E. 2014. Three simultaneous, food-borne, 
multi-country outbreaks of hepatitis A virus infection reported 
in EPIS-FWD in 2013: what does it mean for the European 
Union? Euro Surveill., 19, 43. 
http://www.eurosurveillance.org/ViewArticle.aspx?ArticleId=20
941 (accessed May 30, 2016) 

・ JEMRA. 2008. Viruses in Food: scientific advice to support risk 
management. MRA Series 13. 
http://www.who.int/foodsafety/publications/mra13/en/ 
(accessed May 30, 2016)  

・ Wang H. et al. 2013. Genetic Diversity of Hepatitis A Virus in 
China: VP3-VP1-2A Genes and Evidence of Quasispecies 
Distribution in the Isolates. PloS One, 8, 9, e74752 
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC3775754/ 
(accessed May 30, 2016) 

・ 入谷ほか. 2010. 市販生食用カキにおけるノロウイルスおよびA
型肝炎ウイルス汚染調査（2006-2007～2009-2010シーズン）. 
大阪市立環科研報告, 72, 7-12. 

http://www.city.osaka.lg.jp/kenko/cmsfiles/contents/0000104/
104566/r2009_07-12.pdf (accessed Aug. 16, 2016) 

・ 平成22～24年度厚生労働科学研究費補助金食品の安全確保
推進研究事業.「食品中の病原ウイルスのリスク管理に関する研
究」総合研究協力報告. 2013. カキ関連食中毒疑事例からのウ
イルスの検出および国産生食用カキのノロウイルス・A型肝炎ウ
イルス汚染調査.  

・ 厚生労働省. 1997. 平成9年11月28日付け衛食第329号厚生省
生活衛生局食品保健課長通知, 衛乳第330号厚生省生活衛生
局乳肉衛生課長通知. 「食品媒介性A型肝炎ウイルス対策等に
ついて」. 

・ 厚生労働省. 2009. 平成21年12月1日付け厚生労働省医薬食品
局食品安全部監視安全課長通知, 食安監発1201第1号. 「A型

肝炎ウイルスの検出法について」. 
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyo
usei/dl/091201_01.pdf  
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyo
usei/dl/091201_01_01.pdf (accessed May 30, 2016) 

・ 厚生労働省. 2014. 平成26年3月14日付け厚生労働省健康局結
核感染症課及び医薬食品局食品安全部監視安全課事務連絡. 
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shoku

http://www.fda.gov/Food/RecallsOutbreaksEmergencies/Outbreaks/ucm517289.htm
http://www.fda.gov/Food/RecallsOutbreaksEmergencies/Outbreaks/ucm517289.htm
http://www.fda.gov/RegulatoryInformation/Guidances/ucm211373.htm
http://www.fda.gov/RegulatoryInformation/Guidances/ucm211373.htm
http://www.eurosurveillance.org/ViewArticle.aspx?ArticleId=20941
http://www.eurosurveillance.org/ViewArticle.aspx?ArticleId=20941
http://www.who.int/foodsafety/publications/mra13/en/
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC3775754/
http://www.city.osaka.lg.jp/kenko/cmsfiles/contents/0000104/104566/r2009_07-12.pdf
http://www.city.osaka.lg.jp/kenko/cmsfiles/contents/0000104/104566/r2009_07-12.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/091201_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/091201_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/091201_01_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/gyousei/dl/091201_01_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/140314_01.pdf


©農林水産省 

71 

hinanzenbu/140314_01.pdf (accessed May 30, 2016) 
・ 国立感染症研究所. 2002a. A型肝炎ウイルス（HAV）による食中

毒2事例について－東京都. 病原微生物検出情報（IASR）, 23, 
273. 
http://idsc.nih.go.jp/iasr/23/273/dj2731.html (accessed May 
30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2002b. A型肝炎患者（寿司店主）が原因と
思われるA型肝炎ウイルスによる食中毒－岐阜県．病原微生物
検出情報（IASR）, 23, 147-149. 
http://idsc.nih.go.jp/iasr/23/268/kj2683.html (accessed May 
30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2002c. 大アサリの喫食を原因とするノーウ
ォーク様ウイルスとA型肝炎ウイルスによる食中毒事例－浜松
市. 病原微生物検出情報（IASR）, 23, 119-120. 

http://idsc.nih.go.jp/iasr/23/267/kj2672.html  (accessed May 
30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2004. 感染症の話. 
http://idsc.nih.go.jp/idwr/kansen/k04/K04_14/k04_14.html 
(accessed May 30, 2016） 

・ 国立感染症研究所. 2006. A型肝炎ウイルスによる食中毒事例
－新潟市・新潟県. 病原微生物検出情報（IASR）, 27, 178. 
http://idsc.nih.go.jp/iasr/27/317/pr3171.html  (accessed May 
30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2010a. ＜注目すべき感染症＞A型肝炎. 
感染症発生動向調査週報（IDWR）, 13, 6-10. 
http://idsc.nih.go.jp/idwr/kanja/idwr/idwr2010/idwr2010-13.pd

f (accessed May 30, 2016) 
・ 国立感染症研究所. 2010b. A型肝炎 2010年9月現在. 病原微
生物検出情報（IASR）, 31, 284-285 
http://idsc.nih.go.jp/iasr/31/368/tpc368-j.html (accessed May 
30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2011. A型肝炎ウイルスによる食中毒事例
－千葉市. 病原微生物検出情報（IASR）, 32, 78-79. 
http://idsc.nih.go.jp/iasr/32/373/pr3733.html (accessed May 
30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2014. ＜注目すべき感染症＞2014年のA型
肝炎の増加. 感染症発生動向調査週報（IDWR）. 
http://www.nih.go.jp/niid/ja/hepatitis-a-m/hepatitis-a-idwrc/4
436-idwrc-1407.html (accessed May 30, 2016) 

・ 国立感染症研究所. 2015. A型肝炎 2010年～2014年. 病原微
生物検出情報（IASR）. 
http://www0.nih.go.jp/niid/idsc/iasr/36/419j.pdf (accessed 
May 30, 2016) 

・ 農林水産省, 2015. 食中毒をおこす細菌・ウイルス・寄生虫図鑑. 
http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/foodpoisoning/f_encyc
lopedia/index.html (accessed October 12, 2016) 

 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/140314_01.pdf
http://idsc.nih.go.jp/iasr/23/273/dj2731.html
http://idsc.nih.go.jp/iasr/23/268/kj2683.html
http://idsc.nih.go.jp/iasr/23/267/kj2672.html
http://idsc.nih.go.jp/idwr/kansen/k04/K04_14/k04_14.html
http://idsc.nih.go.jp/iasr/27/317/pr3171.html
http://idsc.nih.go.jp/idwr/kanja/idwr/idwr2010/idwr2010-13.pdf
http://idsc.nih.go.jp/idwr/kanja/idwr/idwr2010/idwr2010-13.pdf
http://idsc.nih.go.jp/iasr/31/368/tpc368-j.html
http://idsc.nih.go.jp/iasr/32/373/pr3733.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/hepatitis-a-m/hepatitis-a-idwrc/4436-idwrc-1407.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/hepatitis-a-m/hepatitis-a-idwrc/4436-idwrc-1407.html
http://www0.nih.go.jp/niid/idsc/iasr/36/419j.pdf
http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/foodpoisoning/f_encyclopedia/index.html
http://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/foodpoisoning/f_encyclopedia/index.html


©農林水産省 

72 

表1 飲食店（寿司店等）を原因施設とする食中毒事例 

発生年 発生県 原因施設 患者数 推定原因 出典 

2011 千葉 寿司店 20 不明 （国立感染症研究所, 2011） 

2006 新潟 回転寿司店 5 不明 （国立感染症研究所, 2006） 

2002 東京 寿司店 
（出前も含む） 

22 
握り寿司及び中
国産大アサリ 

（国立感染症研究所, 2002a） 

2002 東京 飲食店 44 中国産大アサリ （国立感染症研究所, 2002a） 

2001 静岡 中国調理店 22 大アサリ （国立感染症研究所, 2002c） 

2000 岐阜 寿司店 
23 

A型肝炎患者によ
る2次汚染 

（国立感染症研究所, 2002b） 
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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（ウイルス） 

更新日：2016年10月14日 

 項 目 内  容  

１ 病原微生物   

（１）一般名 ノロウイルス  

（２）分類   

① ウイルス名 ノロウイルス  

カリシウイルス科ノロウイルス属  

② ゲノム プラス鎖RNA  

③ 形状 小型球形  

（３）特徴   

① 分布 ・ 食中毒の原因となるノロウイルスは、ヒトの腸管（小腸上部）での

み増殖する。 
・ ヒトがウイルスを便中に排出すると、下水を介して河川や沿岸海
水が汚染され、カキなど二枚貝類の中腸腺に蓄積する。土壌や
海水などの自然環境中や二枚貝類の体内では増殖しない。 

 

② 遺伝子型 ・ 塩基配列の相同性により、5つの遺伝子群（GⅠ～GⅤ）に分類さ
れ、このうち、ヒトからはGⅠ・GⅡ・GⅣが分離される。 

（Zheng et al., 2006） 
・ ヒトの感染症や食中毒の原因として検出されるノロウイルスの大
半はGⅠ・GⅡに属する。 

 

③ その他 ・ 乾燥に強い。 
・ エタノールに比較的耐性をもつ。 

 

（４）分離・検査方法 ○食品・糞便（例） 
・ ELISA法でウイルス抗原を検出する。 
・ 電子顕微鏡でウイルス粒子を観察する。 
・ RT-PCR法又はリアルタイムPCR法でノロウイルス遺伝子を検出
する。 
 貝の中腸腺を検体に用いる場合、中腸腺の周りに付着する

脂質部分をメスやハサミなどで可能な限り取り除き、7～8倍
量のリン酸緩衝生理食塩水（PBS）を加えて粉砕し、超遠心
又はポリエチレングリコールにより濃縮後、市販の抽出キッ
トによりRNAを抽出する。 

 便を検体に用いる場合、PBSを用いて10％乳剤を作成し、
攪拌後に10,000～12,000回転で20分間冷却遠心し、遠心上
清をサンプルとしてRNAを抽出する。 

 DNase処理したRNA抽出物を用いてRT-PCR法又はリアルタ
イムPCR法を行う。RT-PCR法で陽性の場合は、確認試験と
してハイブリダイゼーションを実施又は遺伝子配列を調べ
る。 

（厚生労働省, 2007） 

 

（５）特記 －  
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２ 食品への汚染   

（１）汚染されやすい食

品・摂食形態 

・ 生又は加熱不十分な二枚貝（主にカキ）の摂食 
・ ノロウイルスに感染した調理従事者などの手指などを介して二
次汚染された食品の摂食 

・ 汚染された水の摂取 

 

（２）汚染経路 ・ ヒトの腸管内で増殖したウイルスは、ヒトの糞便及び嘔吐物中に
排出され、下水を介して河川や沿岸海域を汚染し、二枚貝の中
腸腺に蓄積する。 

・ 感染したヒトの嘔吐物や糞便中に多量のウイルスが含まれ、食
品が二次汚染される可能性がある。 

・ 嘔吐物などの処理が不十分な場合、乾燥後に残存したウイルス
が空気中に舞い上がって感染する可能性がある。 

 

（３）汚染実態 【国内】 
○生産 

・ 2013年9月-2014年10月に2海域で採取したカキ480検体につい
て、ノロウイルス遺伝子の検出を行ったところ、GIは88検体（18
％）から、GIIは169検体（35％）から検出された。GIIが検出された
169検体すべてからGII.4が検出された。 

（Imamura et al., 2016a） 
・ 2015年1月-2015年3月に1海域で採取したカキ89検体について、
ノロウイルス遺伝子の検出を行ったところ、GIは検出されず、GII
は77検体（87％）から検出された。GIIが検出された89検体のうち
77検体（87％）からGII.17が検出。一方、GII.4は62検体（70％）か
ら検出された。 

（Imamura et al., 2016b） 
○流通 

・ 市販カキ中のノロウイルスの定量調査において、95ロット285検
体のうち、28ロット（30％）の41検体（14％）からカキ1個あたり100
コピー以上のノロウイルス遺伝子が検出された。 

（野田ほか, 2004） 

 

（４）失活条件 ・ 二枚貝の加熱調理では、中心部が85～90℃で90秒間以上の加
熱によりウイルスは失活する。 

（Codex, 2012） 
・ 塩素系消毒剤（次亜塩素酸ナトリウム、亜塩素酸水、次亜塩素
酸水等）やエタノール系消毒剤には、ノロウイルスに対する不活
化効果を期待できるものがある。 

（厚生労働省, 1997（2016年最終更新）） 

 

３ 食中毒の特徴   

（１）機序 感染型  

（２）潜伏期間 24～48時間  

（３）症状 ・ 主症状は、吐き気、嘔吐、下痢、腹痛であり、発熱（38℃程度）、
頭痛、悪心、咽頭痛、筋肉痛などを伴うこともある。 

・ 感染していても、症状が現れない場合もある。 

 

（４）有症期間 1～3日間  

（５）予後 ・ 多くの場合、良好である。 
・ 抵抗力の弱い乳幼児や高齢者では、脱水症状を呈し重症化す
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ることもある。 
・ 発症後数週間（3週間程度）は、糞便中にウイルスを排出するた

め、回復後も汚染源にならないように注意が必要である。 

（６）発症に必要なウイ

ルス量 

・ 少量（100個以下）でも発症する。 
(CDC, 2001) 

・ 患者便中には106個/g以上、患者嘔吐物には104個/g以上のウ
イルス粒子が確認され、不顕性感染した食品取扱者の8割の糞
便中にも107個/g以上認められた。 

（西尾ほか, 2004） 

 

４ 食中毒件数・患者数   

（１）国内   

① 報告数 ・ ノロウイルス食中毒発生状況（厚生労働省「食中毒統計」） 

 

年 2011 2012 2013 2014 2015  

事件数(件) 296 416 328 293 481  

患者数(人) 8,619 17,632 12,672 10506 14876  

 

・ 11～12月の患者数は、年間患者数の約7～8割を占める。 

 

② 推定数 －  

（２）海外   

① 報告数 【英国】 
・ 2011年、ノロウイルス感染症（食中毒以外も含む）の報告数は、

8,548名であった。 
（Public Health England, 2013） 

【米国】 

・ 2010年、ノロウイルス食中毒の報告数は、202件、4,384名であっ
た。 

（CDC, 2013） 

 

② 推定数 －  

５ 主な食中毒事例   

（１）国内 ・ 2012年1月、長野県において、飲食店で提供された殻付きカキ酢
を原因とする患者数14名の食中毒が発生した。 

・ 2012年12月、新潟県において、餅菓子を原因とする患者数472
名の食中毒が発生した。 

・ 2014年1月、静岡県において、食パンを原因とする患者数1,271
名の食中毒が発生した。食パンは検品作業（手作業）により二次
汚染されたと推定された。 

（古田ほか, 2014） 

 

（２）海外 ・ 2012年、ドイツにおいて、患者数1,100名に及ぶ大規模食中毒が
発生し、冷凍イチゴが原因食品と推定された。 

（Mäde et al., 2013） 

 

６ 食中毒低減のための

措置・取組 
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（１）国内 【農林水産省】 
・ 食中毒をおこす細菌やウイルス、寄生虫について、食中毒の症

状や原因食品、予防のポイントをまとめた、「食中毒をおこす細
菌・ウイルス・寄生虫図鑑」を更新した。（農林水産省, 2015） 

・ 野菜の生産に携わる人向けに、水の管理や手洗いなど、衛生上
の注意すべき点をまとめた「生鮮野菜を衛生的に保つために－
栽培から出荷までの野菜の衛生管理指針－」を公表した。 

（農林水産省, 2011） 

 

【厚生労働省】 
・ 生食用かきについては、「食品、添加物等の規格基準」におい
て、ノロウイルスに関する規定はないものの、成分規格（生菌数
50,000個/g以下、大腸菌最確数230個/100 g以下、腸炎ビブリオ
最確数100個/g以下）、加工基準（カキ採取海域の海水：大腸菌

群最確数70個/100 ml以下など）及び保存基準（冷蔵品は10℃
以下、冷凍品は－15℃など）が定められている。 

（厚生労働省, 1959） 
・ 大量調理施設衛生管理マニュアルを公表した。 

（厚生労働省, 1997（2016年最終更新）） 
・ 一般向けのQ&Aを公表した。 

（厚生労働省, 2004（2015年最終更新）） 
・ 冬季の流行時期前及び期間中、地域住民や社会福祉施設、大
量調理施設等に対し、手洗いの徹底や便・嘔吐物の適切な処理
などの予防対策を啓発し、都道府県に監視指導を徹底するよう
通知した。 

（厚生労働省, 

2012a/2012b/2013a/2013b/2013c/2014/2015a/2015b） 

 

【その他】 
・ （公社）日本食品衛生協会は、ホームページ「知ろう！防ごう！
食中毒」でノロウイルスの予防方法を紹介している。 
〈主な内容〉 
 下痢等症状があるときは、調理に携わらない。 
 二枚貝の生食はさけ、加熱して食べる。 
 トイレの後きたないと思われる物にふれたときは、「正しい

手洗い」を行う。 
 嘔吐物の処理に注意する。 

((公社)日本食品衛生協会) 

 

（２）海外 【Codex】 
・ 食品中のウイルスの制御のための食品衛生一般原則の適用に
関するガイドラインを公表した。 

（Codex, 2012） 
【英国】 
・ 第一次産業従事者を除く食品業者を対象とした'Food Handlers: 

Fitness to Work, Regulatory Guidance and Best Practice Advice 
For Food Business Operators' を公表した。 

(FSA, 2009) 
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【米国】 
・ 医療施設のスタッフ（食品取扱者含む）、管理者、看護師、感染

症予防管理プログラムの責任者などを対象にしたガイドラインを
公表した。 

（CDC, 2011） 

７ リスク評価事例   

（１）国内 －  

（２）海外 【JEMRA】 
・ VIRUSES IN FOOD: SCIENTIFIC ADVICE TO SUPPORT RISK 

MANAGEMENT ACTIVITIES.  
ノロウイルス食中毒は年間を通じて発生している。さまざまな

食品が原因となり、①感染者が食品を扱うことによる食中毒、②
汚染された二枚貝による食中毒、③汚染された食品（ベリー類、
ネギ等）による食中毒の3つに大きく分けられる（p.7）。 

ノロウイルスによる食中毒を低減するには、下水を定期的に
モニタリングし、生産段階で食品が汚染される可能性を把握する
ことが重要である（p.41）。また、感染者が食品を扱うと感染が拡

大する可能性について認識すること、食品中のウイルスの検出
法の改良や標準化、大規模食中毒の初期段階でのサーベイラ
ンスの強化、消費者へのノロウイルスによる食中毒のリスクに関
する情報提供等が必要である（p.42）。 

(JEMRA, 2008) 

 

【EU】 
・ Scientific Opinion on Norovirus (NoV) in oysters: methods, limits 

and control options.  

ノロウイルス食中毒の発症率は摂取量が増えれば上昇する
が、閾値は不明であり、ノロウイルスの性質（遺伝子型等）や原
因食品、宿主といった要因の影響を受ける。カキのノロウイルス
汚染を防ぐためには、ヒトの糞便によるカキの生産地域の汚染
防止や汚染地域におけるカキの収穫制限が重要である。また、
カキのノロウイルス汚染の低減効果が最大になる浄化や転地の
実施方法を検討するため、さらなる調査・研究が必要である。
（pp.31～32） 

(EFSA, 2012) 

 

８ 今後必要とされるデー

タ 

二枚貝の生産段階における汚染状況  

９ その他参考となる情報 ・ GII/4と呼ばれる遺伝子型のノロウイルスが世界各地で流行し、

日本国内においても、2006年から2007年にかけて大流行した。
そして、2012年冬季には再び遺伝子型GII/4の変異株が新たに
出現し，それが急速に全国に広まっていることが推察された。 

（国立医薬品食品衛生研究所, 2012） 
・ 「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」におい
て、2006～2008年度、マガキの生産段階におけるノロウイルス・
リスク低減に関する研究を実施し、海水やカキの簡易分析法の
開発等を行った。 
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・ カキを養殖するA湾周辺の下水道処理施設及び排水処理施設
において、処理前水は10～103 コピー/mLのノロウイルスが検出

されたが、処理後水ではほぼ定量限界未満であった。また、し尿
処理施設において、処理前水は102～105 コピー/mLが検出され
たが、処理後水からは検出されなかった。なお、調査期間内にお
いて、A湾で採取したマガキからはノロウイルスが検出された。 

（高橋ほか, 2007） 
・ 広島県では、かきの出荷シーズンに合わせて，毎年「広島かき
生産出荷指針」を作成し、安全なかきを出荷するための方針や
守るべき点を生産者、仲買業者，販売業者、加工業者に対して
示している。 

（広島県, 2014） 
・ これまで、ヒトノロウイルスは培養細胞での培養が成功していな
い。 

（野田と上間, 2011） 
・ 「平成26年度微生物リスク管理基礎調査事業（二枚貝浄化）及
び「平成27年度微生物リスク管理基礎調査事業（分離菌株の性
状解析）」において、浄化処理前後のカキのノロウイルス遺伝子
を威嚇し、浄化処理の有効性について検証したところ、カキを浄
化処理することによるノロウイルスの除去効果は確認でき無かっ
た。一方、カキを浄化処理することにより、食品衛生法に規定さ
れている「生食用かき」の成分規格を満たすようになることが確
認された。 

（Imamura et al., 2016b） 

10 参考文献 ・ CDC. 2001. Norwalk-like viruses: Public health consequences 
and outbreak management. . MMWR recommendations and 
reports, 50 (RR09), 1-18.  
http://www.cdc.gov/mmwr/preview/mmwrhtml/rr5009a1.htm 
(accessed May 30, 2016) 
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